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２．改正食品リサイクル法の効果等判定手法調査 

 

 本項では、改正食品リサイクル法の施行後の効果等を把握する目的で、食品リサイクル

施設※１における単年度の再生利用の実施量※２を把握するために、施設設置者を対象に定期

的にアンケート調査を実施するための方法について検討を行う。ただし、定期的なアンケ

ート調査は、既存の統計資料※３を最大限に活用することにより、調査規模の最小化を図る

こととする。さらに、農林水産省大臣官房統計部が実施する食品循環資源の再生利用等実

態調査との関係性を整理する。 
 
※１；調査対象となる食品リサイクル施設は下表のとおり。 

根拠法に基づく施設区分 法令上扱い 
廃棄物処理法

（以下「法」と

いう。）に係る

施設 

ａ）市町村が設置した一

般廃棄物処理施設の設置

の届出が行われた施設 

法第9条の3第1項の規定により一般廃棄物処理

施設＊の設置の届出が行われた施設 

ｂ）民間事業者が設置し

た一般廃棄物処理施設の

設置許可を受けた施設 

法第8条第1項の規定により一般廃棄物処理施

設＊の設置許可を受けた施設 

ｃ）民間事業者が設置し

た産業廃棄物処理施設 
法第14条第6項の規定により許可を受けた産業

廃棄物処分業者＊又は法施行規則第10条の3第

2号の規定により、産業廃棄物処分業の許可を

要しない者として都道府県知事の指定を受け

た者であって、食品廃棄物の再生利用を行う者

が設置した食品廃棄物の再生利用業の用に供

する施設 
ｄ）食品リサイクル法に係る施設 改正食品リサイクル法第11条第1項の規定によ

る登録を受けた登録再生利用事業者の業の用

に供する施設であって有価物たる食品循環資

源を扱うもの（一般廃棄物及び産業廃棄物を扱

うものはａ）～ｃ）に包含される。） 
ｅ）ａ）～ｄ）以外の食品リサイクル施設（魚粉製造施設、飼料添加油製造施設、BDF製造
施設等） 
＊食品廃棄物の再生利用（６手法）を行うものに限る。 

 
※２；食品リサイクル法第２条に規定される食品廃棄物等の受入能力・受入実績、食品廃

棄物等以外の廃棄物等の受入能力・受入実績、再生利用製品の製造量 
※３；定期的に更新されるもの 
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2-1．利用可能な既存の統計資料の調査 

 
 食品リサイクル施設における単年度の再生利用の実施量を把握するために、利用可能な

既存の統計資料について以下のとおり調査した。 
 
１）関連する定期的調査（既存統計資料調査） 

食品リサイクル施設における単年度の再生利用の実施量の把握に関連し、定期的に実

施されている調査は、表 2-1①のとおりである。また、定期的に更新される情報ではな

いが、食品リサイクル施設の実施量に係る情報源になる可能性があるものを表 2-1②に

示した。 
表 2-1① 食品リサイクル施設の実施量把握に関連する定期的調査 

対象施設区分 
（１項の※１表） 

調査名等 実施主体 

ａ）市町村が設置した一般

廃棄物処理施設の設置の

届出が行われた施設 

一般廃棄物処理実態調査 環境省大臣官房廃棄物・リサイ

クル対策部廃棄物対策課 

ｂ）民間事業者が設置した

一般廃棄物処理施設の設

置許可を受けた施設 
ｃ）民間事業者が設置した

産業廃棄物処理施設 
産業廃棄物排出・処理状況調査 

産業廃棄物行政組織等調査 

環境省大臣官房廃棄物・リサイ

クル対策部産業廃棄物課 

ｆ）ａ）～ｅ）以外の食品

リサイクル施設（魚粉製造

施設、飼料添加油製造施

設、BDF製造施設等） 

わが国の油脂事情 
水産油脂統計年鑑 

農林水産省食品振興課 

財団法人日本水産油脂協会 

 
表 2-1② 食品リサイクル施設の実施量把握に関連する情報（不定期更新情報） 

対象施設区分 
（１項の※１表） 

調査名等 実施主体 

ｅ）食品リサイクル法に係

る施設 
登録再生利用事業者の登録情報 環境省/農林水産省 

ｆ）ａ）～ｅ）以外の食品

リサイクル施設（魚粉製造

施設、飼料添加油製造施

設、BDF製造施設等） 

廃食用油の流れに係る定量的情

報＊ 
全国油脂事業協同組合連合会 

＊調査名ではなく調査の内容を示したもの。 
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２）既存統計資料調査の活用に係る検討 
食品リサイクル施設における単年度の再生利用の実施量の把握のために、活用しうる

既存統計資料調査のデータについて検討した。把握すべき実施量データと検討対象の既

存統計資料の組み合わせは、下表のとおりである。 
 
表 2-2 把握すべき実施量データと検討対象の既存統計資料の組み合わせ 

対象施設区分 

＼ 

実施量項目 

Ａ）法に係る施設 Ｂ）食リ法に

よる登録に

係る施設 

C） Ａ）Ｂ）以外

の食品リサイク

ル施設 

市町村設置 民間事業者 

一般廃棄物処理施設 
産業廃棄物

処理施設 

ａ）市町村設

置一般廃棄

物処理施設 

ｂ ）民間設置

一般廃棄物処

理施設 

ｃ）民間設置

産業廃棄物

処理施設 

ｄ）食品リサ

イクル法に

係る施設 

ｅ）ａ）～ｄ）以外

の食品リサイク

ル施設 

ア）廃棄物受入

実績 

（ｔ/年） 

 
 
   

イ）食品廃棄物

等の受入実績 

（ｔ/年） 

  
   

ウ）食品廃棄物

等以外の受入

実績（ｔ/年） 

  
   

エ）再生利用製

品の製造量 

（ｔ/年） 

   

  

オ）廃棄物の受

入能力（ｔ/日） 
  

   

カ）食品廃棄物

等の受入能力 

（ｔ/日） 

  
 

 

  

キ）食品廃棄物

等以外の受入

能力（ｔ/日） 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般廃棄物処理実態調

査（環境省/廃棄物対策

課） 

「施設整備状況」、「施

設」、「資源化等を行う施

設」 

 

産業廃棄

物行政組

織等調査

（環境省/

産業廃棄

物課） 
 

 

産業廃棄

物排出・処

理状況調

査（環境省

/産業廃棄

物課） 
 

 

わが国の油

脂事情, 水

産油脂統計

年鑑, 廃食

用油の流れ

に係る定量

的情報（農

林 水 産

省.(財)日本

水産油脂協

会、全国油

脂事業協同

組 合 連 合

会） 
 

 

登録再生

利用事業

者登録情

報 （ 環 境

省 / 農 林

水産省） 
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（１）一般廃棄物処理実態調査（環境省/廃棄物対策課） 

① 調査方法 
 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課は、都道府県を通じ全国の市

町村及び一部事務組合等に対し、一般廃棄物処理の実態に係る調査票を毎年度送付し、

当該年度のごみ・し尿の排出・処理状況等にかかるデータの報告を求めている。これ

に対し、市町村及び一部事務組合等は、調査票を記載した上で各都道府県を経由し環

境省へ返送することにより報告している。さらに、環境省は、それらの調査票の情報

を集計し、毎年度公表している。 

当該調査の概要は、表2-3に示すとおりである。 

 

表2-3 一般廃棄物処理実態調査の概要 

項 目 内 容 

調査名 一般廃棄物処理実態調査 

調査主体 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄対策課 

調査対象年度 毎年調査（最新公表データ調査対象年度；平成 17年度） 

調査対象地域 全国 

調査対象機関 市町村及び一部事務組合 

調査対象廃棄物 一般廃棄物（ごみ、し尿、浄化槽汚泥） 

基本データの入手方法 

47 都道府県を通じ全国の市町村及び一部事務組合等に対し、一

般廃棄物処理の実態に係る調査票を毎年度送付し、当該年度のご

み・し尿の排出・処理状況等にかかるデータの報告を求めている。

これに対し、市町村及び一部事務組合等は、調査票を記載した上

で各都道府県を経由し環境省へ返送することにより報告してい

る。 

基本データからの集計

方法 

 47 都道府県を通じ全国の市町村及び一部事務組合等から収集し

た当該年度のごみ・し尿の排出・処理状況等にかかるデータを集

計している。 
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② 食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設/表 2-1 のａ）及びｂ））の食品廃棄物等

受入実績及び再生利用製品製造量の把握への活用の可能性 
ア）検討内容 
一般廃棄物処理実態調査を対象に、食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設/表

2-1 のａ）及びｂ））の食品廃棄物等受入実績及び再生利用製品製造量への活用につ

いて検討した。検討対象の食品リサイクル施設は、一般廃棄物処理実態調査において

明記されている施設種別が、「ごみ堆肥化施設」（肥料化施設）、「ごみ飼料化施設」（飼

料化施設）、「メタン化施設」であることから、それら施設における食品廃棄物等受入

実績及び再生利用製品製造量の把握について表 2-4に示すとおり検討した。 
一般廃棄物処理実態調査における上記の 3種別施設の食品廃棄物等受入実績及び再

生利用製品製造量に係る情報としては、「ごみ処理フローシート（図 2-1）」及び「施

設整備状況」が挙げられる。「ごみ処理フローシート」は、表 2-4及び図 2-1 に示すと

おり、上記 3種別施設の廃棄物受入実績及び再生利用製品の製造量が把握可能となる。

また、「施設整備状況」（表 2-5参照）は、「ごみ堆肥化施設」（肥料化施設）及び「メ

タン化施設」の生ごみのみを受入れる施設（表 2-5の点線囲み箇所参照）を抽出する

ことにより、生ごみ専用の施設のみ食品廃棄物等受入実績及び再生利用製品製造量が

把握可能となる（表 2-6 及び表 2-7 参照）。これに対し、飼料化施設は、受入対象物が

生ごみのみであることから、飼料化施設全体の食品廃棄物等の受入実績量及び再生利

用製品の製造量の把握が可能になる。 
 その結果、χ1（肥料化施設で生ごみのみを受入対象とする施設以外の施設の食品廃
棄物等の受入実績）及びχ2（メタン化施設で生ごみのみを受入対象とする施設以外
の施設の食品廃棄物等の受入実績）の数値が把握不可である一方、これらを把握する

ことにより、②～⑦及び⑫～⑰の数値が推算により把握可能となる。 
ただし、食品廃棄物等の内訳として、再生利用が義務付けられる食品関連事業者排

出の一般廃棄物事業系生ごみ（表 2-4 中の下線斜字表記個所）とそれ以外の生ごみ（食

品関連事業者以外が排出する一般廃棄物事業系生ごみ及び家庭系生ごみ）の受入実績

等は、把握不可である。 
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表 2-4 既存統計資料による食品廃棄物等受入実績及び再生利用製品製造量の把握 

項目 

肥料化施設 
飼料化 

施設 

メタン化施設 

全体量 
生ごみ 

のみ受入 

生ごみ+そ

の他受入 
全体量 

生ごみ 

のみ受入 

生ごみ+そ

の他受入 

（千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） 

ア）廃棄物受入実績 
99 

(図 2-1) 

39 

(表 2-5) 

60 

(=99-39) 

0.02 

(図 21) 

21 

(図 2-1) 

15 

(表 2-6) 

6※１ 

(=21-15) 

イ）食品廃

棄物等の

受入実績 

食品関連事

業者排出事

業系生ごみ 

？ ？ ？ ？ ？ ？ ？ 

上記以外の

事業系生ご

み※２ 

？ ？ ？ ？ ？ ？ ？ 

家庭系生ご

み 
？ ？ ？ ？ ？ ？ ？ 

計 
②=χ1 

+39 

39 

(=39×1) 
① =χ1 

0.02 

(=0.02×1) 

⑫=χ2 

+15 

15 

(=15×1) 
⑪=χ2 

ウ）食品廃棄物等以外

の受入実績 
③=99-② 

0 

(=39-39) 
③ 

0 

(=0.02 

-0.02) 

⑬=21-⑫ 
0 

(=15-15) 
⑬ 

エ）再生利

用製品の

製造量 

全体量 
61 

(図 2-1) 

15 

(表 2-5) 

46 

(=61-15) 

0.02 

(図 2-1) 

16 

(図 2-1) 

8 

(表 2-6) 

8※１ 

(=16-8) 

食品廃棄

物等由来 
⑤=15+④ 

15 

(=15×1) 

④=χ1×

（15/39） 
0.02 ⑮=8+⑭ 

8 

(=8×1) 

⑭=χ2×

（8/15） 

食品廃棄

物等以外

の廃棄物

等由来 

⑥=61-⑤ 
0 

(=15-15) 
⑦=46-④ 0 ⑯=16-⑮ 

0 

(=8-8) 
⑰=8-⑭ 

※１；廃棄物受入量（6 千ｔ/年）＜再生利用製品の製造量(8 千ｔ/年) となっているのは、本調査

にて一般廃棄物処理実態調査の情報を対象に、生ごみのみを受け入れるメタン化施設と肥料化

施設の抽出を行った際、両施設の機能を持つ複合施設の受入実績及び資源回収量をすべてメ

タン化施設として扱ったことに起因するものと思われる。 

※２；学校給食及び福利厚生目的の職員食堂などから排出される生ごみなど。
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図 2-1 ごみ処理フローシート（平成 17 年度実績） 

（一般廃棄物処理実態調査に基づく「日本の廃棄物処理平成 17年度版」より）

廃棄物受入実績 
再生利用製品 
製造量 
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表 2-5 平成 17 年度資源化施設整備状況（一般廃棄物処理実態調査）一部抜粋データ 
 

t/年度 Nm
3
/年度 回収量 搬出量

01 北海道 01100 01-100-04-001 札幌市 － － 札幌市中沼プラスチック選別センター 20,475 17,580 ○ プラスチック 圧縮・梱包 82 2000 委託 無し

01 北海道 01202 01-202-04-001 函館市 － － 函館市リサイクルセンター 7,153 6,454 ○ 金属類 ガラス類 ペットボトル プラスチック 選別  圧縮・梱包 38 1997 一部委託 無し

01 北海道 01202 01-202-04-002 函館市 － －
函館市恵山クリーンセンターリサイクル
ストックヤード（プラ・ペット）

124 106 ○ ペットボトル その他資源ごみ 圧縮・梱包 2 2000 直営 無し

01 北海道 01202 01-202-04-003 函館市 － － 函館市南茅部クリーンセンター 73 73 ○ 金属類 その他資源ごみ 選別  圧縮・梱包 4 1995 委託 無し

01 北海道 01204 01-204-04-001 旭川市 － － 近文リサイクルプラザ 5,085 3,715 ○ 紙類 金属類 ガラス類 粗大ごみ 選別  圧縮・梱包 26 1996 直営 無し

01 北海道 01206 01-206-04-001 釧路市 － － 釧路市資源リサイクルセンター 10,948 10,002 ○ 紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル 布類 その他資源ごみ
選別  圧縮・梱包
その他

34 1994 委託 無し

01 北海道 01206 01-206-04-002 釧路市 － － 音別町リサイクルセンター 159 159 ○
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル 布類 その他資源ごみ その
他

選別  圧縮・梱包 1.3 1999 委託 無し

01 北海道 01208 01-208-04-001 北見市 － －
北見市廃棄物処理場　リサイクルプラ
ザ

7,729 7,273 ○ 紙類 ペットボトル その他資源ごみ 選別  圧縮・梱包 30 2001 委託 無し

01 北海道 01208 01-208-04-001 北見市 － － 北見市端野町リサイクルセンター 122 123 ○ ペットボトル プラスチック その他資源ごみ 選別  圧縮・梱包 0.7 2003 委託 有り 60

01 北海道 01208 01-208-04-002 北見市 － － 北見市留辺蘂町花園堆肥センター 681 136 ○ 家庭系生ごみ 事業系生ごみ ごみ堆肥化 5 2004 委託 無し

01 北海道 01211 01-211-04-001 網走市 － － 網走市リサイクルセンター 2,351 2,351 ○ 紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル その他資源ごみ 選別  圧縮・梱包 8 1999 直営 無し

01 北海道 01212 01-212-04-001 留萌市 － －
留萌市一般廃棄物処理施設留萌市美
サイクル館

1,758 1,334 ○ 紙類 金属類 ガラス類 プラスチック 選別  圧縮・梱包 15 1998 委託 無し

01 北海道 01212 01-212-04-002 留萌市 － －
留萌市一般廃棄物処理施設留萌市美
サイクル館

2,814 600 ○ 家庭系生ごみ 事業系生ごみ ごみ堆肥化 19 1998 委託 無し

01 北海道 01213 01-213-04-001 苫小牧市 － － 苫小牧市資源化センター 2,303 1,464 ○ 紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル 選別 15 1997 直営 無し

01 北海道 01214 01-214-04-001 稚内市 － － リサイクルセンター 2,842 2,842 ○ 紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル 選別  圧縮・梱包 5.7 1998 委託 無し

01 北海道 01215 01-215-04-001 美唄市 － － 美唄市リサイクルセンター 1,712 1,712 ○
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル プラスチック その他資源ご
み

選別  圧縮・梱包 4.2 1999 委託 無し

01 北海道 01217 01-217-04-001 江別市 － － 江別市リサイクルセンター 901 832 ○ 紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル その他資源ごみ 選別  圧縮・梱包 19 2000 直営 無し

01 北海道 01219 01-219-04-001 紋別市 － － 紋別リサイクルセンター 2,443 2,443 ○ 紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル プラスチック 選別  圧縮・梱包 9 2000 委託 無し

01 北海道 01220 01-220-04-001 士別市 － － 士別市リサイクルセンター 1,893 1,893 ○
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル プラスチック その他資源ご
み

選別  圧縮・梱包 2 1991 直営 無し

01 北海道 01221 01-221-04-001 名寄市 － － 名寄市リサイクルハウス 361 361 ○ 金属類 ガラス類 選別  圧縮・梱包 2 1993 一部委託 無し

01 北海道 01222 01-222-04-001 三笠市 － －
三笠市みどりが丘環境センターリサイク
ルプラザ

4,939 1,150 ○
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル プラスチック 可燃ごみ 不燃
ごみ 粗大ごみ 直接搬入ごみ 家庭系生ごみ 事業系生ごみ

選別 22 1999 委託 無し

01 北海道 01223 01-223-04-001 根室市 － － 根室市資源再生センター 1,140 1,140 ○ 紙類 金属類 ペットボトル 圧縮・梱包 22 2004 委託 無し

01 北海道 01224 01-224-04-002 千歳市 － － 千歳市リサイクルｾﾝﾀｰ 778 613 ○ 金属類 ガラス類 ペットボトル その他資源ごみ 選別  圧縮・梱包 17 2001 委託 無し

01 北海道 01228 01-228-04-001 深川市 － － 深川市リサイクルプラザ 2,612 1,394 ○
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル その他資源ごみ 不燃ごみ
粗大ごみ 直接搬入ごみ

選別  圧縮・梱包 13 2004 委託 無し

01 北海道 01230 01-230-04-001 登別市 － － クリンクルセンター 311 53 ○ 事業系生ごみ ごみ堆肥化 5 2000 委託 無し

01 北海道 01230 01-230-04-001 登別市 － － クリンクルセンター 2,045 1,475 ○ 金属類 ガラス類 ペットボトル 選別  圧縮・梱包 11 2000 委託 無し

01 北海道 01231 01-231-04-001 恵庭市 － － 恵庭市リサイクルセンター 2,159 2,016 ○
紙類 金属類 ガラス類 ペットボトル プラスチック その他資源ご
み

選別  圧縮・梱包 11 2000 委託 無し

01 北海道 01233 01-233-04-001 伊達市 － － 伊達市堆肥センター 15,877 6,192 ○ その他資源ごみ 家庭系生ごみ 事業系生ごみ ごみ堆肥化 79 2004 委託 新設 無し

産業廃棄物
の搬入の有
無

一般廃棄物
の割合
(％)

処理能力
(t/日)

使用開
始年度

運転管理
施設の改廃

等
代表者
(民間施設)

施設名
年間処理量
(t/年度)

処理対象廃棄物 処理内容
資源回収量

都道府県
コード 都道府県名

地方公共団
体コード 施設コード 地方公共団体 管理者名(民間施設)
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表 2-6 平成 17 年度資源化施設整備状況データ（一般廃棄物処理実態調査）に基づく 

生ごみのみを受入れる「肥料化施設」の実施量等集計結果 

処理対象廃棄物＼項目 
施設数 施設処理能力 年間処理量 資源回収量 

（箇所） （ｔ/日） （ｔ/年） （ｔ/年） 

事業系生ごみのみ 5 58.3 7,251 2,709 

家庭系生ごみのみ 16 145.0 14,931 4,402 

事業系・家庭系生ごみ 15 125.3 16,715 7,808 

計 36 328.6 38,897 14,919 

 

 

表 2-7 平成 17 年度資源化施設整備状況データ（一般廃棄物処理実態調査）に基づく 

生ごみのみを受入れる「メタン化施設」の実施量等集計結果 

処理対象廃棄物＼項目 
施設数 施設処理能力 年間処理量 資源回収量 

（箇所） （ｔ/日） （ｔ/年） （ｔ/年） 

事業系生ごみのみ 0 0.0 -  -  

家庭系生ごみのみ 0 0.0 -  -  

事業系・家庭系生ごみ 3 93.0 14,965 8,269 

計 3 93.0 14,965 8,269 

 
イ）結論 
一般廃棄物処理実態調査において把握可能な食品リサイクル施設の食品廃棄物等受

入実績及び再生利用製品製造量は、当該施設が取り扱っている廃棄物の全体量である

ため、食品リサイクル法の対象となる食品関連事業者の排出する食品廃棄物に特化し

た数値が把握できない状況である。その一方で、一般廃棄物処理実態調査において明

記されている食品リサイクル施設該当施設種別の「肥料化施設」、「飼料化施設」、「メ

タン化施設」については、当該施設種別の実施量を 2-3 項（31ｐ）に後述するアンケ

ート調査にて把握した場合に、クロスチェックの情報として同実態調査情報を活用で

きるものと考えられる。 
また、一般廃棄物処理実態調査において明記されていない食品リサイクル施設であ

る「油脂・油脂製品化施設」、「炭化施設」、「エタノール化施設」については、実施量

把握のための該当施設に係る情報を収集することが必要である。 
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③ 食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設/表 2-1 のａ）及びｂ））の食品廃棄物等

受入能力把握への活用の可能性 
ア）検討内容 
一般廃棄物処理実態調査を対象に、食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設/表

2-1 のａ）及びｂ））の食品廃棄物等受入能力への活用について検討した。検討対象

の食品リサイクル施設は、一般廃棄物処理実態調査において明記されている施設種別

が、「ごみ堆肥化施設」（肥料化施設）、「ごみ飼料化施設」（飼料化施設）、「メタン化施

設」であることから、それら施設における食品廃棄物等受入能力の把握について表 2-8

及び表 2-9に示すとおり検討した。 
食品廃棄物一般廃棄物処理実態調査における上記の 3種別施設の食品廃棄物等受入
能力に係る情報としては、「資源化等の施設数と処理能力の推移（表 2-10）」及び「施

設整備状況」が挙げられる。「資源化等の施設数と処理能力の推移」は、表 2-8～2-10

に示すとおり、上記 3種別施設の市町村設置及び民間事業者設置の廃棄物受入能力が

把握可能となる。また、「施設整備状況」は、「ごみ堆肥化施設」（肥料化施設）及び「メ

タン化施設」の生ごみのみを受入れる施設を抽出することにより、生ごみ専用の施設

としての食品廃棄物等受入能力が把握可能となる。この場合、飼料化施設は、生ごみ

のみを受入対象とすることから、飼料化施設全体の食品廃棄物等の受入能力の把握が

可能になる。 
 その結果、χ3～χ6の数値が把握不可である一方、同数値を把握することにより、
関連する数値が推算により把握可能となる。 

χ3、χ5；堆肥化施設で生ごみのみを受入対象とする施設以外の施設の食品廃棄物等
の受入能力 

χ4、χ6；メタン化施設で生ごみのみを受入対象とする施設以外の施設の食品廃棄物
等の受入能力 

表 2-8 既存統計資料による食品廃棄物等受入能力 

（表 2-1 のａ）/市町村設置一般廃棄物処理施設） 

項目 

肥料化施設の受入能力 
飼料化 

施設 

メタン化施設の受入能力 

全体能力 
生ごみ 

のみ受入 

生ごみ+そ

の他受入 
全体能力 

生ごみ 

のみ受入 

生ごみ+そ

の他受入 

（千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） （千ｔ/年） 

オ）廃棄物受入能力 
1,386 

(表 2-9) 
329 

(表 2-5) 

1,057 
(=1,386 

-329) 

83 
(表 2-9) 

184 
(表 2-9) 

93 
(表 2-5) 

91 
(=184-93) 

カ）食品廃棄物等の受
入能力 

②=χ3 
+270 

329 
(=329×1) 

①=χ3 
83 

(=83×1) 

⑫=χ4 
+184 

93 
(=93×1) 

⑪=χ4 

キ）食品廃棄物等以外
の受入能力 

③=1,386 
-② 

0 
(=329 
-329) 

③ 
0 

(=83-83) 
⑬=184 
-⑫ 

0 
(=93-93) 

⑬ 
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表 2-9 既存統計資料による食品廃棄物等受入能力 

（表 2-1 のｂ）/民間設置一般廃棄物処理施設） 

  
肥料化施設 飼料化施設 メタン化施設 

（ｔ/日） （ｔ/日） （ｔ/日） 

オ）廃棄物受入能力 
12,031 

（表 1-9） 

4,175 

（表 1-9） 

396 

（表 1-9） 

カ）食品廃棄物等の受入能力 ①＝χ5 
4,175 

（=4,175×1） 
⑪=χ6 

キ）食品廃棄物等以外の受入能力 ②=12,031－χ5 
0 

（＝4,175-4,175） 
⑫=396－χ6 

 

表 2-10 資源化等の施設数と処理能力の推移 

（一般廃棄物処理実態調査に基づく「日本の廃棄物処理平成 17年度版」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）結論 
一般廃棄物処理実態調査において把握可能な食品リサイクル施設の食品廃棄物等受

入能力は、「飼料化施設」のみである。それ以外の「肥料化施設」及び「メタン化施設」

については、処理能力自体は把握可能であるが、食品廃棄物に類する廃棄物以外のも

のも含まれるケースがあるため、食品廃棄物に特化した数値が把握できない状況であ
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る。ただし、「肥料化施設」、「メタン化施設」については、廃棄物等処理能力を 2-3

項（31ｐ）に後述するアンケート調査にて把握した場合に、クロスチェックのための

情報として同実態調査の情報を活用できるものと考えられる。 
また、一般廃棄物処理実態調査において明記されていない食品リサイクル施設であ

る「油脂・油脂製品化施設」、「炭化施設」、「エタノール化施設」については、食品廃

棄物等受入能力把握のための該当施設に係る情報を収集することが必要である。 
 

 

（２）産業廃棄物排出・処理状況調査（環境省/産業廃棄物課） 

① 調査方法 
 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課は、全国を対象に47都道府県

の産業廃棄物行政主管部署が主に5年に1回実施している産業廃棄物排出・処理実態調

査のデータを各県より収集し、各種補正計算をすることにより当該年度の産業廃棄物

に係る実績値を推算している。当該調査の概要は、表2-11に示すとおりである。 

表 2-11 産業廃棄物排出・処理状況調査の概要（1/2） 

項 目 内 容 

調査名 産業廃棄物排出・処理状況調査 

調査主体 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄課 

調査対象年度 

昭和 50 年度から５年ごとに、平成２年度から毎年調査 

（最新調査対象年度；平成 17 年度（ただし、調査報告書の最新

調査対象年度は平成 16 年度）） 

調査対象地域 全国 

調査対象業種 

(業種区分) 

日本標準産業分類を基に抽出した産業廃棄物の排出が想定され

る大分類 16業種 

調査対象産業廃棄物 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する 19種類 

①燃え殻、②汚泥、③廃油、④廃酸、⑤廃アルカリ、⑥廃プラス

チック類、⑦紙くず、⑧木くず、⑨繊維くず、⑩動植物性残渣、

⑪動物系固形不要物、⑫ゴムくず、⑬金属くず、⑭ガラスくずコ

ンクリートくず及び陶磁器くず、⑮鉱さい、⑯がれき類、⑰動物

のふん尿、⑱動物の死体、⑲ばいじん 

基本データの入手方

法 

47 都道府県の産業廃棄物行政主管部署が主に 5 年に 1 回実施し

ている産業廃棄物排出・処理実態調査のデータを各県より収集 

（ちなみに各都道府県の調査実施年度は、不揃い） 
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表 2-11 産業廃棄物排出・処理状況調査の概要（2/2） 

項 目 内 容 

基本データからの推

計方法 

1）年度補正 

環境省調査対象年度補正排出量 

＝調査年度の排出量 

×（環境省調査対象年度の活動量指標 

÷調査年度の活動量指標） 

2）未調査部分の推計（補填） 

各県の業種別・廃棄物別推計排出量 

＝業種別・廃棄物別全国共通原単位 

×各県の未調査箇所に対応する業種の活動量指標 

ただし、 

業種別・廃棄物別全国共通原単位 

＝Σ（各県の業種別・廃棄物別排出量） 

÷Σ（各県･各業種の有データ箇所に対応する活動量指標） 

 

 

 ② 食品リサイクル施設（民間設置産業廃棄物処理施設/表 2-1 の③）の食品廃棄物等受

入実績及び再生利用製品製造量の把握への活用の可能性 
ア）検討内容 
産業廃棄物排出・処理状況調査を対象に、食品リサイクル施設（民間設置産業廃棄物

処理施設/表 2-1 のｃ））の食品廃棄物等受入実績及び再生利用製品製造量の把握への活

用について、表 2-12に示すとおり検討した。 
産業廃棄物排出・処理状況調査における食品リサイクル施設の食品廃棄物等受入実績

及び再生利用製品製造量に係る情報としては、「産業廃棄物排出・処理状況一覧表（表

2-13）」が挙げられる。「産業廃棄物排出・処理状況一覧表」は、表 2-13 に示すとおり施

設種別が明記されていないため、同表の「動植物性残さ」の再生利用量をもって、食品

廃棄物由来の再生利用製品の製品量のみ活用できる（厳密には「廃油」、「廃酸・廃アル

カリ」、「汚泥」にも含まれるが「動植物性残さ」が主要なものであると考えられる）。た

だし、この再生利用量には、食品リサイクル法にて規定している 6手法以外の用途も含

まれているため、参考データとしての活用に留まる。 
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表 2-12 既存統計資料による食品廃棄物等受入実績及び再生利用製品製造量の把握 

項目 量（千ｔ/年） 

ア）廃棄物受入実績 ？ 

イ）食品廃棄物等の受入実績 ？ 

ウ）食品廃棄物等以外の受入実績 ？ 

エ）再生利用製

品の製造量 

全体量 ？ 

食品廃棄物等由来 1,694（表 1-12）《参考※》 

食品廃棄物等以外の廃棄物等由来 ？ 

※食品リサイクル法にて規定している用途（６手法）以外の用途も含まれる。 

 

表 2-13 産業廃棄物排出・処理状況一覧表 

（平成 18 年度事業産業廃棄物排出・処理状況調査報告書平成 16 年度実績より） 

（ｔ/年） 
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イ）結論 
産業廃棄物排出・処理状況調査は、排出者を対象にした調査であるとともに、排出

者の事業区分別の処理状況を示す情報がないことから、同状況調査において食品リサ

イクル施設の食品廃棄物等受入実績及び再生利用製品製造量の把握は不可である。た

だし、「動植物性残さ」の再生利用量をもって、食品廃棄物由来の再生利用製品の製品

量のみ把握可能となる。この再生利用量には、食品リサイクル法にて規定している 6

手法以外の用途も含まれているため、参考データとしての活用に留まるものである。 
以上から、民間設置産業廃棄物処理施設としての食品リサイクル施設の食品廃棄物

等受入実績及び再生利用製品製造量の把握は、別途の調査が必要である。 
 

 

（３）産業廃棄物行政組織等調査（環境省/産業廃棄物課） 

① 調査方法 
 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課は、産業廃棄物行政を推進す

るための基礎資料を得るため、全国の47都道府県及び保健所政令市を対象に、毎年度

の産業廃棄物に係る処理施設の設置及び処理業の許可等に関する状況、広域認定等の

回収状況並びに最終処分場の残存容量等の当該年度情報を収集し、それら実績を取り

まとめ公表している。当該調査の概要は、表2-14に示すとおりである。 

 
表2-14 産業廃棄物行政組織等調査の概要 

項 目 内 容 

調査名 産業廃棄物行政組織等調査 

調査主体 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

調査対象年度 
毎年調査（最新公表データ調査対象年度；平成 17年度（ただし、

調査報告書の最新調査対象年度は平成 15 年度）） 

調査対象地域 全国 

調査対象機関 全国の 47 都道府県及び保健所政令市 

調査対象情報 
産業廃棄物に係る処理施設の設置及び処理業の許可等に関する状

況、広域認定等の回収状況並びに最終処分場の残存容量等 

基本データの入手方法 
全国の 47 都道府県及び保健所政令市から、産業廃棄物に係る処

理施設の設置及び許可等に関する情報を収集している。 

基本データからの集計

方法 

 全国の47都道府県及び保健所政令市から収集した当該年度の産

業廃棄物に係る処理施設の設置及び許可等にかかるデータを集計

している。 
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② 食品リサイクル施設（民間設置産業廃棄物処理施設/表 2-1のｃ））の食品廃棄物等

受入能力把握への活用の可能性 
ア）検討内容 
産業廃棄物行政組織等調査を対象に、食品リサイクル施設（民間設置産業廃棄物処

理施設/表 2-1 のｃ））の食品廃棄物等受入能力への活用について検討した。 
産業廃棄物行政組織等調査における食品リサイクル施設の食品廃棄物等受入能力に

係る情報としては、「中間処理施設処理能力（表 2-15）」が挙げられる。同表には、食

品リサイクル施設の分類が明記されていないため、能力把握に活用可能な情報がない

状況である。 
表 2-15 中間処理施設処理能力（平 16 年 4 月 1 日現在） 

（平成 16 年度事業産業廃棄物行政組織等調査報告書平成 15 年度実績より） 
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イ）結論 
産業廃棄物行政組織等調査は、処理業の許可ならびに施設の設置許可に係る情報に

ついて調査がなされているが、既述したとおり食品リサイクル施設に係る施設種別が

存在していない状況である。このため、食品リサイクル施設の食品廃棄物の受け入れ

能力を把握するための活用が不可である。 
 

 

（４）登録再生利用事業者に係る登録等情報（環境省/農林水産省） 

① 情報の概要 
 改正食品リサイクル法第11条第1項の規定による登録を受けた登録再生利用事業者に

係る情報は、農林水産省及び環境省のホームページにてWeb情報として公表されている。

公表されている主な項目は、「事業者名」、「登録年月日」、「登録の有効期限」、

「再生利用事業の内容」、「再生利用事業を行う事業場の所在地」、「再生利用事業

を行う事業場の名称」である。 

 
② 食品リサイクル施設（食品リサイクル法に係る施設/表 2-1のｄ））の食品廃棄物等

受入実績・受入能力及び再生利用製品製造量の把握のための活用の可能性 
ア）検討内容 
改正食品リサイクル法にて規定される登録再生利用事業者の登録申請情報等を対象に、

食品リサイクル施設（食品リサイクル法に係る施設/表 2-1 のｄ））の食品廃棄物等受入

実績・受入能力及び再生利用製品製造量の把握の活用について以下に検討した。 
改正食品リサイクル法によれば、登録の申請時及び登録後の報告徴収において、以下

に示すとおり食品リサイクル施設の実施量に係る情報を提出等することとなっている。 

（登録） 
第十一条  食品循環資源を原材料とする肥料、飼料その他第二条第五項第一号の政令

で定める製品（以下「特定肥飼料等」という。）の製造を業として行う者は、その

事業場について、主務大臣の登録を受けることができる。  

２  前項の登録の申請をしようとする者は、主務省令で定めるところにより、次に掲げ

る事項を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならない。  

一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名  

二  再生利用事業（特定肥飼料等の製造の事業をいう。以下同じ。）の内容  

三  再生利用事業を行う事業場の名称及び所在地  

四  特定肥飼料等の製造の用に供する施設の種類及び規模  

五  特定肥飼料等を保管する施設及びこれを販売する事業場の所在地  

六  その他主務省令で定める事項  
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（報告徴収及び立入検査）  

第二十四条  主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、食品関連事業者に

対し、食品廃棄物等の発生量及び食品循環資源の再生利用等の状況に関し報告をさ

せ、又はその職員に、これらの者の事務所、工場、事業場若しくは倉庫に立ち入り、

帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。  

２  主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、登録再生利用事業者に対し、

再生利用事業の実施状況に関し報告をさせ、又はその職員に、登録再生利用事業者の

事務所、工場、事業場若しくは倉庫に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査さ

せることができる。  

 
このため、第 11 条第 2項第 4号の登録時提出情報の「特定肥飼料等の製造の用に供す

る施設の種類及び規模」は、食品リサイクル施設の施設の種類別の「食品廃棄物等受入

能力」を示し、それらの情報の把握が可能になるものといえる。また、第 24 条第 2項の

「登録再生利用事業者に対し、再生利用事業の実施状況を報告させ」という条文から、

「食品廃棄物等受入実績及び再生利用製品製造量」の把握が可能になるといえるが、こ

れは“定期的”な報告ではないことに留意する必要がある。 
 
イ）結論 
食品リサイクル法に係る施設（表 2-1のｄ））の実施量の把握については、改正食品

リサイクル法に基づく、登録申請及び変更・更新に係る情報により、「食品廃棄物等受入

能力」についてのの把握が可能になると判断される。ただし、「食品廃棄物等受入実績及

び再生利用製品製造量」については、改正食品リサイクル法の報告規定の範囲では、定

期的な情報の入手が担保されないことから、別途、アンケート調査による情報収集が必

要になると考えられる。 
 
 
（５）水産油脂統計年鑑（財団法人日本水産油脂協会） 

① 情報の概要 
 （財）日本水産油脂協会は、毎年、魚油類・魚粉類の生産実績等に係る情報を「水産

油脂統計年鑑」として発行している。情報の入手方法は、（社）フィッシュ・ミール協

会に委託し、魚油・魚粉生産事業者70社（事業者カバー率100％）を対象に調査を行っ

ている。「水産油脂統計年鑑」の掲載情報の概要は、表2-16に示すとおりである。 
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表2-16 水産油脂統計年鑑の概要 

項 目 内 容 

資料名 水産油脂統計年鑑 

発行者 財団法人 日本水産油脂協会 

調査対象年度 毎年調査（最新公表データ調査対象年度；2006年（平成 18 年）） 

調査対象地域 全国（一部、項目によっては世界） 

調査対象情報 
漁獲量ならびに、魚油類・魚粉類に係る生産・輸出入・価格・消

費等の情報を掲載している。 

基本データの入手方法 

魚油・魚粉の生産実績については、（社）日本フィッシュ・ミ

ール協会に調査を委託することにより入手し、その他は、農林水

産省、財務省の関連統計資料を活用している。 

（社）日本フィッシュ・ミール協会は、魚油及び魚粉を生産す

る事業者 70社を対象に、調査を実施し情報を入手している。 

 
② 食品リサイクル施設（その他食品リサイクル施設/表 2-1 のｅ））の食品廃棄物等受

入実績・受入能力及び再生利用製品製造量の把握のための活用の可能性 
ア）検討内容 
水産油脂統計年鑑を対象に、食品リサイクル施設（その他食品リサイクル施設/表 2-1

のｅ））の食品廃棄物等受入実績・受入能力及び再生利用製品製造量の把握の活用につ

いて、表 2-17 に示すとおり検討した。 
水産油脂統計年鑑における食品リサイクル施設の食品廃棄物等受入実績及び再生利用

製品製造量に係る情報としては、「魚油・魚粉生産実績（表 2-18）」が挙げられる。 

「魚油・魚粉生産実績」は、表 2-18 に示すとおり「原料処理量」の内訳として、「ラ

ウンド※」と「残滓」の量が明記されていることから、魚油・魚粉製造施設における水

産系残滓（水産物の水揚から消費にいたる各段階で発生する残滓（消費地市場や鮮魚小

売店や量販店で発生する切り落とした頭や内臓等の残滓））としての食品廃棄物等の受

入実績の把握が可能となる。 
一方、魚油・魚粉製造施設の食品廃棄物等受入能力に係る情報は、水産油脂統計年鑑

に含まれていないが、（社）日本フィッシュ・ミール協会が毎年度把握しており、受入能

力の把握が可能である。 
 
 
 

                                                   
※ 「ラウンド」とは、イワシ等の魚をそのまま原料とするものをいう。 
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表 2-17 水産油脂統計年鑑による食品廃棄物等受入実績及び再生利用製品製造量の把握 

項目 量（ｔ/年） 

ア）廃棄物受入実績 
864,543   

（表 2-28）  

イ）食品廃棄物等の受入実績 
864,543   

（＝864,543×1.0）  

ウ）食品廃棄物等以外の受入実績 
0   

（＝864,543-864,543）  

エ）再生利用製品の製造量 260,108※１  

オ）廃棄物受入能力 1,907,842※２  

カ）食品廃棄物等の受入能力 1,907,842※２  

※１；再生利用製品の製造量＝魚油・魚粉生産量×原料処理量に占める残滓割合 

＝(69107＋219,147)×（864,543/958,093） ＝ 260,108 

※２；魚油・魚粉工場の年間原料処理能力（水産油脂統計年鑑に記載されていない情報

で（社）日本フィッシュ・ミール協会が毎年度業界全社70社を対象に調査。ただし、表中表

記値は回答があった業者 69 社分である。） 

 

表 2-18 2005 年,2006 年の魚油・魚粉生産実績 

（2006 年水産油脂統計年鑑より） 

 2005年 2006年 前年比 

1. 原料処理量 

ラウンド 49,942トン   93,550トン             187.3％ 
残  滓 911,924トン   864,543トン              94.8％ 
合  計 961,866トン   958,093トン              99.6％ 

2. 生産量 

魚  油 62,741トン  69,107トン（   7.2％*1） 110.1％ 
魚  粉 220,160トン  219,147トン（  22.9％*2）  99.5％ 

3. 魚油用途明細 
燃 料 用 13,491トン 14,342トン（  20.7％*3） 106.3％ 
販 売 用 49,373トン 54,961トン（  79.3％*3） 111.3％ 
合   計 62,864トン 69,303トン（100.0％*3） 110.2％ 

注）(社)日本フィッシュ・ミール協会調査による。調査対象:2005年 70社,2008年 70社 
魚油用途明細合計と魚油生産量が異なるのは，繰越し在庫からの使用量によるため。 
＊１；原料処理量合計に対する魚油生産量の歩留（69,107÷958,093×100=7.2） 
＊２；原料処理量合計に対する魚粉生産量の歩留（219,147÷958,093×100=22.9） 
＊３；魚油用途明細合計を 100％とした場合の各用途量の割合 
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イ）結論 
水産油脂統計年鑑及びその関連情報として（社）日本フィッシュ・ミール協会が把握

する施設能力に係る情報は、水産系残滓を対象とした食品リサイクル施設（魚油・魚粉

製造）の実施量の把握を可能とするものといえる。 
 
 

（６）我が国の油脂事情（農林水産省/食品産業振興課） 
① 情報の概要 
 農林水産省食品流通局食品産業振興課は、毎年、油脂に係る生産、需要、輸入出量、

価格等についての統計情報を「我が国の油脂事情」として発行している。 

 
② 食品リサイクル施設（その他食品リサイクル施設/表 2-1 のｅ））の食品廃棄物等受

入実績・受入能力及び再生利用製品製造量の把握のための活用の可能性 
 「我が国の油脂事情」の記載統計資料は、魚油・魚粉製造施設における水産系残滓の

ような食品廃棄物等に類する情報の扱いがなく、食品リサイクル施設の実施量把握へ

の活用は不可である。 

（７）全国油脂事業協同組合連合会実施調査 

① 調査の概要 
 全国油脂事業協同組合連合会は、これまで不定期的に、廃食用油の発生から再生・処

理の量に係る調査を実施している。ただし、調査方法が、実績に係る情報を独自に収

集し積み上げていく方式ではなく、他機関の関連情報から推算する方式である。 
 
② 食品リサイクル施設（その他食品リサイクル施設/表2-1のｅ））の食品廃棄物等受

入実績・受入能力及び再生利用製品製造量の把握のための活用の可能性 
全国油脂事業協同組合連合会の廃食用油の量に係わる調査を対象に、食品リサイクル

施設（その他食品リサイクル施設/表 2-1 のｅ））の食品廃棄物等受入実績・受入能力及

び再生利用製品製造量の把握の活用について検討した。 
全国油脂事業協同組合連合会の廃食用油の量に係わる調査は、必ずしも毎年実施され

る調査として位置づけられておらず、必要に応じた年に不定期に、しかも他機関の関連

情報から推算することにより廃食用油の発生から再生利用に係る情報を推算しているこ

とから、毎年の廃食用油の油脂・油脂製品化施設の受入実績等の把握への活用は不可で

ある。 
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2-2. 既存統計資料では把握できない情報の整理 

１）食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設/表 2-1 のａ）及びｂ）） 
食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設/表 2-1のａ）及びｂ））の実施量のうち、既

存統計資料では把握できない情報は、下表のとおりである。 
 

表 2-19 既存統計資料による食品廃棄物等受入実績・受入能力及び再生利用製品製造量の

把握可否情報 

項目 
肥料化 

施設 

飼料化 

施設 

メタン化 

施設 

油脂・油脂

製品化施設 

炭化 

施設 

エタノール

化施設 

ア）廃棄物受入実績 ○ ○ ○ × × × 

イ）食品廃

棄物等の

受入実績 

食品関連事業者排出事業

系生ごみ 
× × × × × × 

上記以外の事業系生ごみ※ △ △ △ △ △ △ 

家庭系生ごみ × × × × × × 

小計 × ○ × × × × 

ウ）食品廃棄物等以外の受入実績 △ ○ △ △ △ △ 

エ）再生利

用製品の

製造量 

全体量 ○ ○ ○ × × × 

食品廃

棄物等

由来 

食品関連事業

者排出事業系

生ごみ由来 

△ △ △ △ △ △ 

上記以外の事

業系生ごみ※由

来 

△ △ △ △ △ 
△ 

家庭系生ごみ

由来 
△ △ △ △ △ △ 

小計 △ ○ △ × × × 

食品廃棄物等以外の廃棄

物等由来 
△ ○ △ △ △ △ 

オ）廃棄物受入能力 ○ ○ ○ × × × 

カ）食品廃棄物等の受入能力 × ○ × × × × 

キ）食品廃棄物等以外の受入能力 △ ○ △ △ △ △ 

凡例：× ；既存統計資料では把握できない情報 

△；× を把握することにより把握される情報 

○；既存統計資料等で把握できる情報 

※給食及び福利厚生目的の職員食堂から排出される生ごみなど。 

コラム１；食品廃棄物等由来の再生利

用製品製造量内訳の推算法(ｐ25) 

× 
× 
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【食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設/表 2-1 のａ）及びｂ））の実施量のうち、既

存統計資料では把握できない情報】 
《肥料化施設》 
○ 食品廃棄物等の受入実績（表 2-19のイ）） 

○ 食品廃棄物等の受入実績の内数としての食品関連事業者排出事業系生ごみ受入実

績 

○ 食品廃棄物等の受入実績の内数としての家庭系生ごみ受入実績 

○ 食品廃棄物等の受入能力（表 2-19のカ）） 

 

《飼料化施設》 
○ 食品廃棄物等の受入実績（表 2-19 のイ））の内数としての食品関連事業者排出事

業系生ごみ受入実績 

○ 食品廃棄物等の受入実績（表 2-19 のイ））の内数としての家庭系生ごみ受入実績 

 
《メタン化施設》 

○ 食品廃棄物等の受入実績（表 2-19のイ）） 

○ 食品廃棄物等の受入実績の内数としての食品関連事業者排出事業系生ごみ受入実

績 

○ 食品廃棄物等の受入実績の内数としての家庭系生ごみ受入実績 

○ 食品廃棄物等の受入能力（表 2-19のカ）） 

 
《油脂・油脂製品化施設、炭化施設、エタノール化施設》 

○ 全体廃棄物の受入実績（表 2-19 のア）） 

○ 食品廃棄物等の受入実績（表 2-19のイ）） 

○ 食品廃棄物等の受入実績の内数としての食品関連事業者排出事業系生ごみ受入実

績 

○ 食品廃棄物等の受入実績の内数としての家庭系生ごみ受入実績 

○ 食品廃棄物等以外の受入実績（表 2-19 のウ）） 

○ 再生利用製品の製造量（表 2-19 エ）の全体量） 

○ 再生利用製品の製造量（全体量）の内数としての食品廃棄物等由来の再生利用製

品の製造量 

○ 廃棄物受入能力（表 2-19のオ）） 

○ 食品廃棄物等の受入能力（表 2-19のカ）） 
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表2-19中の食品廃棄物等由来の再生利用製品製造量の内訳を求める推算法は、以下に

示すとおり、再生利用製品製造量を、食品廃棄物等の受入実績小計に占める各関連受入量

の割合で、按分する方法が考えられる。 

なお、以下の式の右辺は、後述するアンケート調査票（案）（p29～35）の（２）の項

目に準じる。 

 
食品関連事業者排出 
事業系生ごみ由来の 
再生利用製品製造量 

＝ 製品化量 × 
年間処理量内訳①食品関連事業者排出事業系生ごみ量 

年間処理量 

 

上式以外の事業系 
生ごみ由来の再生 
利用製品製造量 

＝ 製品化量 × 
年間処理量内訳②①以外の事業者排出事業系生ごみ量 

年間処理量 

 

家庭系生ごみ由来の 
再生利用製品製造量 

＝ 製品化量 × 
年間処理量内訳③家庭系生ごみ量 

年間処理量 

 
 
 
 
２）食品リサイクル施設（産業廃棄物処理施設/表 2-1 のｃ）） 
食品リサイクル施設のうち、産業廃棄物処理施設（表 2-1 のｃ））の実施量は、既存統

計資料にて把握できないため、すべての情報をアンケート調査の対象とすることが必要で

ある。 
具体的には、次表のとおりである。 
 

コラム１；食品廃棄物等由来の再生利用製品製造量内訳の推算法 
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表 2-20 既存統計資料による食品廃棄物等受入実績・受入能力及び再生利用製品製造量の

把握可否情報 

項目 
肥料化 

施設 

飼料化 

施設 

メタン化 

施設 

油脂・油脂

製品化 

施設 

炭化施設 
エタノール

化施設 

ア）廃棄物受入実績 × × × × × × 

イ）食品廃棄物等の受入

実績 
× × × × × × 

ウ）食品廃棄物等以外の

受入実績 
△ △ △ △ △ △ 

エ）再生利

用製品の

製造量 

全体量 × × × × × × 

食品廃棄物

等由来 
× × × × × × 

食品廃棄物

等以外の廃

棄物等由来 

△ △ △ △ △ △ 

オ）廃棄物受入能力 × × × × × × 

カ）食品廃棄物等の受入

能力 
× × × × × × 

キ）食品廃棄物等以外の

受入能力 
△ △ △ △ △ △ 

凡例：× ；既存統計資料では把握できない情報 

△；× を把握することにより把握される情報 

 

【食品リサイクル施設（産業廃棄物処理施設/表 2-1のｃ））の実施量のうち、既存統計資

料では把握できない情報】 
《肥料化施設、飼料化施設、メタン化施設、油脂・油脂製品化施設、炭化施設、エタノー

ル化施設》 
○ 全体廃棄物の受入実績（表 2-20 のア）） 

○ 食品廃棄物等の受入実績（表 2-20のイ）） 

○ 食品廃棄物等以外の受入実績（表 2-20 のウ）） 

○ 再生利用製品の製造量（表 2-20 エ）の全体量） 

○ 再生利用製品の製造量（全体量）の内数としての食品廃棄物等由来の再生利用製

品の製造量 

○ 廃棄物受入能力（表 2-20のオ）） 

○ 食品廃棄物等の受入能力（表 2-20のカ）） 

 

× 
× 
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３）食品リサイクル施設（食品リサイクル法に係る施設/表 2-1のｄ）） 
食品リサイクル施設のうち、食品リサイクル法に係る施設（登録再生利用事業者の事業

を行う施設/表 2-1 のｄ））の実施量は、改正食品リサイクル法における登録再生利用事業

者に係る規定により、「食品廃棄物等受入能力」は把握可能になるが、「食品廃棄物等受入

実績及び再生利用製品製造量」については、定期的な情報把握が困難と推断される。 
改正食品リサイクル法における登録再生利用事業者規定に基づく実施量把握の項目別可

否は、次表のとおりである。 
 
表 2-21 改正食品リサイクル法規定による食品廃棄物等受入実績・受入能力及び再生利用

製品製造量の把握可否情報 

項目 
肥料化 

施設 

飼料化 

施設 

メタン化 

施設 

油脂・油脂

製品化 

施設 

炭化施設 
エタノール

化施設 

ア）廃棄物受入実績 × × × × × × 

イ）食品廃棄物等の受入

実績 
× × × × × × 

ウ）食品廃棄物等以外の

受入実績 
△ △ △ △ △ △ 

エ）再生利

用製品の

製造量 

全体量 × × × × × × 

食品廃棄物

等由来 
× × × × × × 

食品廃棄物

等以外の廃

棄物等由来 

△ △ △ △ △ △ 

オ）廃棄物受入能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

カ）食品廃棄物等の受入

能力 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

キ）食品廃棄物等以外の

受入能力 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

凡例：× ；改正食品リサイクル法規定では把握できないと思われる情報 

△；× を把握することにより把握される情報 

○；改正食品リサイクル法規定で把握できる情報 

 

 

 

 

 

× 
× 
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【食品リサイクル施設（食品リサイクル法に係る施設/表 2-1 のｄ））の実施量のうち、改

正食品リサイクル法規定では把握できないと思われる情報】 
《肥料化施設、飼料化施設、メタン化施設、油脂・油脂製品化施設、炭化施設、エタノー

ル化施設》 
○ 全体廃棄物の受入実績（表 2-21 のア）） 

○ 食品廃棄物等の受入実績（表 2-21のイ）） 

○ 食品廃棄物等以外の受入実績（表 2-21 のウ）） 

○ 再生利用製品の製造量（表 2-21 エ）の全体量） 

○ 再生利用製品の製造量（全体量）の内数としての食品廃棄物等由来の再生利用製

品の製造量 

 
 
４）その他食品リサイクル施設（表 2-1 のｅ）） 
その他食品リサイクル施設（表 2-1 のｅ））の実施量は、水産油脂統計年鑑において、

水産系残滓を対象とした食品リサイクル施設（魚油・魚粉製造施設、すなわち、飼料化施

設ならびに油脂・油脂製品化施設と位置づけられるものと考えられる）の実施量の把握が

可能である。また、受入能力についても、（社）日本フィッシュ・ミール協会の水産油脂統

計年鑑の付帯調査において毎年情報更新が行われており、その情報提供が可能であること

が確認された。 
また、廃食用油に係る食品リサイクル施設は、定期的統計資料がなく、実施量の把握が

不可であるため、別途の情報収集が必要である。 
その他食品リサイクル施設（表 2-1 のｅ））の実施量のうち、既存統計資料では把握で

きない情報は、次のとおりである。 
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表 2-22 既存統計資料による食品廃棄物等受入実績・受入能力及び再生利用製品製造量の

把握可否情報 

項目 

飼料化施設 油脂・油脂製品化施設 
エタノール

化施設 
 

魚油・魚粉製造施設 

（ｔ/年） 

ＢＤＦ製造

施設 
 

ア）受入実績 × ○ × × 

イ）食品廃棄物等の受入

実績 
△ ○ △ △ 

ウ）食品廃棄物等以外の

受入実績 
－ － － － 

エ）再生利用製品の製造

量 
× ○ × × 

オ）受入能力 × ○ × × 

カ）食品廃棄物等の受入

能力 
△ ○ △ △ 

キ）食品廃棄物等以外の

受入能力 
－ － － － 

凡例：× ；既存統計資料では把握できない情報、 

△；× を把握することにより把握される情報 

○；既存統計資料等で把握できる情報 

－；該当しない情報 
 
【その他食品リサイクル施設（表 2-1 のｅ））の実施量のうち、既存統計資料では把握で

きない情報】 
《飼料化施設（魚油・魚粉製造施設以外）、油脂・油脂製品化施設（魚油・魚粉製造施設以

外）エタノール化施設》 
○ 受入実績（表 2-22 のア）、食品廃棄物等の受入実績と同値） 

○ 再生利用製品の製造量（表 2-22 エ）） 

○ 受入能力（表 2-22 のオ）、食品廃棄物等の受入能力と同値） 

 
 

 

× 
× 
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2-3. 既存統計資料で把握できない情報の把握するためのアンケート調査方法等 

１）食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設/表 2-1 のａ）及びｂ）） 
食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設/表 2-1 のａ）及びｂ））の実施量把握のため

のアンケート調査方法等は、下表のとおりである。なお、2-2 項において、既存統計施設

資料では把握できない情報を整理したが、いずれの施設区分においても把握不可な実施量

項目が存在するため、当該食品リサイクル施設においては、すべての施設区分についてア

ンケート調査を実施することとする。 
 
表 2-23 食品リサイクル施設（一般廃棄物処理施設）の実施量把握のため 

のアンケート調査方法等 

項目 肥料化施設 飼料化施設 メタン化施設 
油脂・油脂製

品化施設 
炭化施設 

エタノール化

施設 

ア）実施対象 
市町村が設置した一般廃棄物処理施設の設置の届出が行われた施設及び民間

事業者が設置した一般廃棄物処理施設の設置許可を受けた施設 

イ）実施方法 

157 業者※

相当の肥料

化施設設置

者を対象に

アンケート

調査票を送

付・回収・集

計 

21 業者※相

当の飼料化

施設設置者

を対象にア

ンケート調

査 票 を 送

付・回収・集

計 

16 業者※相

当のメタン

化施設設置

者を対象に

アンケート

調査票を送

付・回収・集

計 

9 業者※相

当の油脂・

油脂製品化

施設設置者

を対象にア

ンケート調

査票を送

付・回収・集

計 

5 業者※相

当の炭化施

設設置者を

対象にアン

ケート調査

票を送付・

回収・集計 

エタノール

化施設設置

者を対象に

アンケート

調査票を送

付・回収・集

計 

ウ）調査票 
調査票 

1-ａｂc 

調査票 

2-ａｂc 

調査票 

3-ａｂc 

調査票 

4-ａｂｃ 

調査票 

5-ａｂc 

調査票 

6-ａｂc 

※環境省調べによる平成 18年 3 月 31日現在の業者数 



 
 

32

【調査票１‐abc；一般廃棄物・産業廃棄物肥料化施設設置者向アンケート調査票（案）】 
肥料化施設 

施設所在都道府県名  

（１）施設名称 

施設設置者名   

施 設 名 称   

 

（２）施設概要（平成____＿年度末現在） 

処理能力  全体処理能力  ｔ／日 

  内訳；①食品廃棄物等受入能力  ｔ／日 

  内訳；②食品廃棄物等以外の廃棄物受入能力  ｔ／日 

 

使用開始年(西暦)    年 

 
処理対象廃棄物 

 
一般廃棄物 
（家庭系生ごみ） 
 

  
一般廃棄物 
（事業系生ごみ） 
 

 
一般廃棄物 
（剪定枝・草木等） 
 

 

   
一般廃棄物 
（し尿浄化槽汚泥） 

 
産業廃棄物 
（動植物性残さ）   

産業廃棄物 
（動物のふん尿） 

 

 
産業廃棄物 
（木くず） 

 
 
産業廃棄物 
（下水汚泥） 

 その他産業廃棄物  その他一般廃棄物 

 

（３）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）肥料製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※２  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※３  ｔ／年 

※２；肥料として販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※３；ア）以外の量 
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【調査票１‐abc の記入要領（案）】 
 

肥料化施設 

 
１．「一般廃棄物・産業廃棄物肥料化施設」とは、以下に示す「廃棄物処理法」（以下「法」

といいます。）の規定よる届出を行うかもしくは許可を受けた「肥料化施設」のことを

いいます。 
ａ）法第 9条の 3第 1項の規定により一般廃棄物処理施設の設置の届出が行われた施設 

ｂ）法第 8条第 1項の規定により一般廃棄物処理施設の設置許可を受けた施設 

ｃ）法第 14 条第 6 項の規定により許可を受けた産業廃棄物処分業又は法施行規則第 10

条の 3第 2号の規定により、産業廃棄物処分業の許可を要しない者として都道府県知

事の指定を受けた者であって、食品廃棄物の再生利用を行う者が設置した食品廃棄物

の再生利用業の用に供する施設 

 
２．「（１）施設名称」は、下線部に「施設設置者名」と「施設名称」を明記して下さい。

特に、「施設設置者名」は、地方公共団体及び一部構成事務組合が施設を設置している

場合には団体名及び組合名を明記し、個人以外の民間が施設を設置している場合は法人

名を明記して下さい。 
 
３．「（２）施設概要」は、前年度３月末日の情報を明記して下さい。その際、（平成＿年度

末現在）の下線部に該当年度を明記して下さい。 
また、「処理能力」及び「使用開始年（西暦）」は、空欄に単位に応じた数値・年を明

記して下さい。 
さらに、「処理対象廃棄物」は、該当するもの全てを選択（丸で囲む）して下さい。 

  
４．「（３）処理実績」は、前年度の実績（最新の年度実績）を明記して下さい。 

また、「１）年間処理量」及び「２）肥料製品化量」は、各空欄に単位に応じた数値・

年を明記して下さい。 
 
 
 
 上記の調査票記入要領案は、「肥料化施設」及び「調査票 1-abc」を各施設種別名称等に

読み替えることにより、「飼料化施設」（調査票 2-abc）、「油脂・油脂製品化施設」（調査票

4-abc）、「炭化施設」（調査票 5-abc）、「エタノール化施設」（調査票 6-abc）の各記入要領

案とする。 
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【調査票 2‐abc；一般廃棄物・産業廃棄物飼料化施設設置者向アンケート調査票（案）】 
 
飼料化施設 

施設所在都道府県名  

（１）施設名称 

施設設置者名   

施 設 名 称   

 

（２）施設概要（平成____＿年度末現在） 

処理能力  全体処理能力  ｔ／日 

  内訳；①食品廃棄物等受入能力  ｔ／日 

  内訳；②食品廃棄物等以外の廃棄物受入能力  ｔ／日 

 

使用開始年(西暦)    年 

 
処理対象廃棄物  

一般廃棄物 
（家庭系生ごみ） 

  
一般廃棄物 
（事業系生ごみ） 

 
産業廃棄物 
（動植物性残さ） 

 

   その他一般廃棄物 その他産業廃棄物   

 

（３）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）飼料製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※２  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※３  ｔ／年 

※２；飼料として販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※３；ア）以外の量 
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【調査票 3‐abc；一般廃棄物・産業廃棄物メタン化施設設置者向アンケート調査票（案）】 
メタン化施設 

施設所在都道府県名  

（１）施設名称 

施設設置者名   

施 設 名 称   

（２）施設概要（平成____＿年度末現在） 

処理能力  全体処理能力  ｔ／日 

  内訳；①食品廃棄物等受入能力  ｔ／日 

  内訳；②その他廃棄物受入能力  ｔ／日 

 
使用開始年(西暦)    年 

 

処理対象廃棄物    
一般廃棄物 
（家庭系生ごみ） 
 

  
一般廃棄物 
（事業系生ごみ） 
 

 
一般廃棄物（剪
定枝・草木等） 
 

 

その他一般廃棄物   
産業廃棄物 
（動植物性残さ） 

 
産業廃棄物 
（動物のふん尿）   

産業廃棄物 
（木くず）  

 
産業廃棄物 
（下水汚泥） 

  
 
産業廃棄物 
（下水汚泥以外の汚泥） 

その他産業廃棄物   

 

発 酵 方 式    湿式    乾式    発酵温度 ℃ 

 
発酵廃液の廃水処理後 
の放流方式 

   下水道放流  公共用水域放流  その他  

 
回収ガスエネル
ギーの利用形態 

   発電   蒸気による熱利用  温水による熱利用  

 

発電方式    ガスエンジン式   マイクロガスタービン式  燃料電池式  

 

発電機出力    kW／台 ×  台 ＝  kW 

 

発電効率    ％ 

 

蒸気による排熱回収諸元  排熱回収蒸気温度  ℃ 

  排熱回収量  MJ／h 

 

温水による排熱回収諸元  排熱回収蒸気温度  ℃ 

  排熱回収量  MJ／h 
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（３）処理実績（不明の場合は設計値を記載して下さい） 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

  ２）処理する廃棄物の発熱量  MJ／ｔ 

  ３）処理する廃棄物の含水率  ％ 

 

  ４）廃棄物１ｔ当りバイオガス発生量  Nm3／ｔ 

  ５）バイオガス発生量（熱量）  MJ／年 

  ６）メタン濃度  ％ 

 

  ７）助燃剤使用量（単位記入）  ＿_／年 

  ８）助燃剤の種類   

  ９）助燃剤の発熱量（単位記入）  MJ／＿ 

 

  １０）発電電力量  kWh／年 

  １１）所内電力量  kWh／年 

  １２）余剰電力量※３  kWh／年 

※３；１２）余剰電力量＝１０）発電電力量－１１）所内電力量 

  １３）排熱回収量  MJ／年 

  １４）メタン発酵槽加温熱量  MJ／年 

  １５）外部供給熱量※４  kWh／年 

※４；１５）外部供給熱量＝１３）排熱回収量－１４）メタン発酵槽加温熱量 

  １６）発酵残さ物量  ｔ／年 
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【調査票 3‐abc の記入要領（案）】 
 

メタン化施設 

 
１．「一般廃棄物・産業廃棄物メタン化施設」とは、以下に示す「廃棄物処理法」（以下「法」

といいます。）の規定よる届出を行うかもしくは許可を受けた「メタン化施設」のこと

をいいます。 
ａ）法第 9条の 3第 1項の規定により一般廃棄物処理施設の設置の届出が行われた施設 

ｂ）法第 8条第 1項の規定により一般廃棄物処理施設の設置許可を受けた施設 

ｃ）法第 14 条第 6 項の規定により許可を受けた産業廃棄物処分業又は法施行規則第 10

条の 3第 2号の規定により、産業廃棄物処分業の許可を要しない者として都道府県知

事の指定を受けた者であって、食品廃棄物の再生利用を行う者が設置した食品廃棄物

の再生利用業の用に供する施設 

 
２．「（１）施設名称」は、下線部に「施設設置者名」と「施設名称」を明記して下さい。

特に、「施設設置者名」は、地方公共団体及び一部構成事務組合が施設を設置している

場合には団体名及び組合名を明記し、個人以外の民間が施設を設置している場合は法人

名を明記して下さい。 
 
３．「（２）施設概要」は、前年度３月末日の情報を明記して下さい。 

3-1．その際、（平成＿年度末現在）の下線部に該当年度を明記して下さい。 
3-2．「処理能力」及び「使用開始年（西暦）」は、空欄に単位に応じた数値・年を明記し

て下さい。 
3-3．「処理対象廃棄物」は、該当するもの全てを選択（丸で囲む）して下さい。 
3-4．「発酵方式」は、選択肢である”乾式”と”湿式”の定義を以下のとおりとします
ので、該当する方式を選択(丸で囲む）して下さい。 
・乾式；メタン発酵槽内の固形物調整濃度が25～40％ 

・湿式；メタン発酵槽内の固形物調整濃度が6～10％ 

3-5．「発酵廃液の廃水処理後の放流方式」は、”下水道放流”及び”公共水域放流”のい
ずれにも該当しない場合、”その他”を選択(丸で囲む）して下さい。 

3-6．「回収ガスエネルギーの利用形態」は、該当するもの全て選択(丸で囲む）して下さ
い。さらに、選択した形態に応じ明記されている矢印に従って、各設計値を回答し

て下さい。 
・”発電”を選択した場合；「発電方式」、「発電機出力」及び、「発電効率」の設計

値を回答して下さい。 
 ・”蒸気による熱利用”を選択した場合；「蒸気による排熱回収諸元」の設計値を回
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答して下さい。 

 ・”温水による熱利用”を選択した場合；「温水による排熱回収諸元」の設計値を回

答して下さい。 
 
４．「（３）処理実績」は、前年度の実績（最新の年度実績）を明記して下さい。明記する

際は、各指定する単位に留意して下さい。ただし、実績が不明の場合は、設計値を明記

して下さい。 
また、「７）助燃剤使用量」及び「９）助燃剤の発熱量」は、使用する助燃剤の形態

に応じた単位とともに数値を明記して下さい。また、「８）助燃剤の種類」は、助燃剤

の種類を明記して下さい。 
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【調査票 4‐abc；一般廃棄物・産業廃棄物油脂・油脂製品化施設設置者向アンケート調査

票（案）】 
 
油脂・油脂製品化施設 

施設所在都道府県名  

（１）施設名称 

施設設置者名   

施 設 名 称   

 

（２）施設概要（平成____＿年度末現在） 

処理能力  全体処理能力  ｔ／日 

  内訳；①食品廃棄物等受入能力  ｔ／日 

  内訳；②食品廃棄物等以外の廃棄物受入能力  ｔ／日 

 

使用開始年(西暦)    年 

 
処理対象廃棄物 

 
一般廃棄物 
（家庭系廃食用油） 

  

一般廃棄物 
（事業系廃食用油） 
 

 
産業廃棄物 
（廃食用油） 
 

 

   
産業廃棄物 
（廃食用油以外の廃油） 

その他産業廃棄物  その他一般廃棄物 

 

（３）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系廃食用油量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系廃食用油量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①+②+③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）油脂・油脂製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※２  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※３  ｔ／年 

※２；油脂・油脂製品として販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※３；ア）以外の量 
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【調査票 5‐abc；一般廃棄物・産業廃棄物炭化施設設置者向アンケート調査票（案）】 
炭化施設 

施設所在都道府県名  

（１）施設名称 

施設設置者名   

施 設 名 称   

 

（２）施設概要（平成____＿年度末現在） 

処理能力  全体処理能力  ｔ／日 

  内訳；①食品廃棄物等受入能力  ｔ／日 

  内訳；②食品廃棄物等以外の廃棄物受入能力  ｔ／日 

 
使用開始年(西暦)    年 

 
処理対象廃棄物 

 
一般廃棄物 
（家庭系生ごみ） 
 

  
一般廃棄物 
（事業系生ごみ） 
 

 
一般廃棄物 
（剪定枝・草木等） 
 

 

   
一般廃棄物 
（し尿浄化槽汚泥） 

 
産業廃棄物 
（動植物性残さ）   

産業廃棄物 
（動物のふん尿） 

 

 
産業廃棄物 
（木くず） 

 
 
産業廃棄物 
（下水汚泥） 

 その他産業廃棄物  その他一般廃棄物 

 

（３）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）炭化製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）燃料としての利用量  ｔ／年 

 内訳；イ）還元剤としての利用量  ｔ／年 

 内訳；ウ）小計（ア）＋イ））  ｔ／年 

 内訳；エ）その他処分量等※２  ｔ／年 

※２；エ）＝２）炭化製品化量－ウ） 
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【調査票 6‐abc；一般廃棄物・産業廃棄物エタノール化施設設置者向アンケート調査票

（案）】 
エタノール化施設 

施設所在都道府県名  

（１）施設名称 

施設設置者名   

施 設 名 称   

 

（２）施設概要（平成____＿年度末現在） 

処理能力  全体処理能力  ｔ／日 

  内訳；①食品廃棄物等受入能力  ｔ／日 

  内訳；②食品廃棄物等以外の廃棄物受入能力  ｔ／日 

 
使用開始年(西暦)    年 

 
処理対象廃棄物 

 
一般廃棄物 
（家庭系生ごみ） 
 

  
一般廃棄物 
（事業系生ごみ） 
 

 
一般廃棄物 
（剪定枝・草木等） 
 

 

   
一般廃棄物 
（し尿浄化槽汚泥） 

 
産業廃棄物 
（動植物性残さ）   

産業廃棄物 
（動物のふん尿） 

 

 
産業廃棄物 
（木くず） 

 
 
産業廃棄物 
（下水汚泥） 

 その他産業廃棄物  その他一般廃棄物 

 

（３）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）エタノール製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※２  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※３  ｔ／年 

※２；エタノールとして販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※３；ア）以外の量 
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２）食品リサイクル施設（産業廃棄物処理施設/表 2-1 のｃ）） 
食品リサイクル施設（産業廃棄物処理施設/表 2-1 のｃ））の実施量把握のためのアンケ

ート調査方法等は、下表のとおりである。なお、2-2 項において、既存統計施設資料では

把握できない情報を整理したが、いずれの施設区分においても把握不可な実施量項目が存

在するため、当該食品リサイクル施設においては、すべての施設区分についてアンケート

調査を実施することとする。 
 

表 2-24 食品リサイクル施設（産業廃棄物処理施設）の実施量把握のため 

のアンケート調査方法等 

項目 肥料化施設 飼料化施設 メタン化施設 
油脂・油脂製

品化施設 
炭化施設 

エタノール化

施設 

ア）実施対象 民間事業者が設置した産業廃棄物処理施設 

イ）実施方法 

540 業者※

相当の肥料

化施設設置

者を対象に

アンケート

調査票を送

付・回収・集

計 

132 業者※

相当の飼料

化施設設置

者を対象に

アンケート

調査票を送

付・回収・集

計 

10 業者※相

当のメタン

化施設設置

者を対象に

アンケート

調査票を送

付・回収・集

計 

60 業者※相

当の油脂・

油脂製品化

施設設置者

を対象にア

ンケート調

査票を送

付・回収・集

計 

5 業者※相

当の炭化施

設設置者を

対象にアン

ケート調査

票を送付・

回収・集計 

エタノール

化施設設置

者を対象に

アンケート

調査票を送

付・回収・集

計 

ウ）調査票 
調査票 

1-ａｂc 

調査票 

2-ａｂc 

調査票 

3-ａｂc 

調査票 

4-ａｂｃ 

調査票 

5-ａｂc 

調査票 

6-ａｂc 

※環境省調べによる平成 18年 3 月 31日現在の業者数 
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３）食品リサイクル施設（食品リサイクル法に係る施設/表 2-1のｄ）） 
食品リサイクル施設（食品リサイクル法に係る施設/表 2-1 のｄ））の実施量把握のため

のアンケート調査方法等は、下表のとおりである。当該食品リサイクル施設は、食品リサ

イクル法の規定において把握できない情報を 2-2 項で整理した上で、「食品廃棄物等受入実

績及び再生利用製品製造量」についてアンケート調査を実施することとする。なお、廃棄

物処理法に係る１）及び２）と重複する施設は、予め除外しておく必要がある。 
 

表 2-25 食品リサイクル施設（食品リサイクル法に係る施設）の実施量把握のため 

のアンケート調査方法等 

項目 肥料化施設 飼料化施設 メタン化施設 
油脂・油脂製

品化施設 
炭化施設 

エタノール化

施設 

ア）実施対象 
 食品リサイクル法に係る施設（改正食品リサイクル法第 11 条第 1項に規定する

登録再生利用事業者の事業を行う施設） 

イ）実施方法 

70 業者※相

当の肥料化

施設設置者

を対象にア

ンケート調

査 票 を 送

付・回収・集

計 

25 業者※相

当の飼料化

施設設置者

を対象にア

ンケート調

査 票 を 送

付・回収・集

計 

11 業者※相

当のメタン

化施設設置

者を対象に

アンケート

調査票を送

付・回収・集

計 

6 業者※相

当の油脂・

油脂製品化

施設設置者

を対象にア

ンケート調

査票を送

付・回収・集

計 

炭化施設設

置者を対象

にアンケー

ト調査票を

送付・回収・

集計 

エタノール

化施設設置

者を対象に

アンケート

調査票を送

付・回収・集

計 

ウ）調査票 調査票 1‐ｄ 調査票 6‐ｄ 調査票 2‐ｄ 調査票 3‐ｄ 調査票 4‐ｄ 調査票 5‐ｄ 

※環境省調べによる平成 18年 3 月 31日現在の業者数 
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【調査票１‐d；肥料化を行う登録再生利用事業者向アンケート調査票（案）】 
肥料化施設 

施設所在都道府県名  

（１）事業者等名称 

事 業 者 名 称   

事業を行う事業場の名称   

 

（２）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）肥料製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※２  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※３  ｔ／年 

※２；肥料として販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※３；ア）以外の量 
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【調査票１‐dの記入要領（案）】 
 

肥料化施設 

 
１．「肥料化を行う登録再生利用事業者」とは、「改正食品循環資源の再生利用等の促進に

関する法律」（以下「食品リサイクル法」といいます。）の第 11 条の規定よる登録を

受けた事業者が「肥料化」を行うことをいいます。 
 
２．「（１）施設名称」は、下線部に「施設設置者名」と「施設名称」を明記して下さい。

特に、「施設設置者名」は、地方公共団体及び一部構成事務組合が施設を設置している

場合には団体名及び組合名を明記し、個人以外の民間が施設を設置している場合は法人

名を明記して下さい。 
 
３．「（２）処理実績」は、前年度の実績（最新の年度実績）を明記して下さい。 

また、「１）年間処理量」及び「２）肥料製品化量」は、各空欄に単位に応じた数値・

年を明記して下さい。 
 
 
 
 上記の調査票記入要領案は、「肥料化」及び「調査票 1-d」を各施設種別名称等に読み替

えることにより、「飼料化」（調査票 2-d）、「油脂・油脂製品化」（調査票 4-d）、「炭化」（調

査票 5-d）、「エタノール化」（調査票 6-d）の各記入要領案とする。 
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【調査票 2‐d；飼料化を行う登録再生利用事業者向アンケート調査票（案）】 
 
飼料化施設 

施設所在都道府県名  

（１）事業者等名称 

事 業 者 名 称   

事業を行う事業場の名称   

 

（２）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ② 産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）飼料製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※２  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※３  ｔ／年 

※２；飼料として販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※３；ア）以外の量 
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【調査票 3‐d；メタン化を行う登録再生利用事業者向アンケート調査票（案）】 
メタン化施設 

施設所在都道府県名  

（１）事業者等名称 

事 業 者 名 称   

事業を行う事業場の名称   

（２）処理実績（不明の場合は設計値を記載して下さい） 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

  ２）処理する廃棄物の発熱量  MJ／ｔ 

  ３）処理する廃棄物の含水率  ％ 

 

  ４）廃棄物１ｔ当りバイオガス発生量  Nm3／ｔ 

  ５）バイオガス発生量（熱量）  MJ／年 

  ６）メタン濃度  ％ 

 

  ７）助燃剤使用量（単位記入）  ＿_／年 

  ８）助燃剤の種類   

  ９）助燃剤の発熱量（単位記入）  MJ／＿ 

 

  １０）発電電力量  kWh／年 

  １１）所内電力量  kWh／年 

  １２）余剰電力量※３  kWh／年 

※３；１２)余剰電力量＝１０）発電電力量－１１）所内電力量 

  １３）排熱回収量  MJ／年 

  １４）メタン発酵槽加温熱量  MJ／年 

  １５）外部供給熱量※４  kWh／年 

※４；１５）外部供給熱量＝１３）排熱回収量－１４）メタン発酵槽加温熱量 

  １６）発酵残さ物量  ｔ／年 
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【調査票 3‐dの記入要領（案）】 
 

メタン化施設 

 
１．「メタン化を行う登録再生利用事業者」とは、「改正食品循環資源の再生利用等の促進

に関する法律」（以下「食品リサイクル法」といいます。）の第 11 条の規定よる登録

を受けた事業者が「メタン化」を行うことをいいます。 
 
２．「（１）施設名称」は、下線部に「施設設置者名」と「施設名称」を明記して下さい。

特に、「施設設置者名」は、地方公共団体及び一部構成事務組合が施設を設置している

場合には団体名及び組合名を明記し、個人以外の民間が施設を設置している場合は法人

名を明記して下さい。 
 
３．「（３）処理実績」は、前年度の実績（最新の年度実績）を明記して下さい。明記する

際は、各指定する単位に留意して下さい。ただし、実績が不明の場合は、設計値を明記

して下さい。 
また、「７）助燃剤使用量」及び「９）助燃剤の発熱量」は、使用する助燃剤の形態

に応じた単位とともに数値を明記して下さい。また、「８）助燃剤の種類」は、助燃剤

の種類を明記して下さい。 
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【調査票 4‐d；油脂・油脂製品化を行う登録再生利用事業者向アンケート調査票（案）】 
 
油脂・油脂製品化施設 

施設所在都道府県名  

（１）事業者等名称 

事 業 者 名 称   

事業を行う事業場の名称   

 

（２）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系廃食用油量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系廃食用油量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①+②+③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）油脂・油脂製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※２  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※３  ｔ／年 

※２；油脂・油脂製品として販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※３；ア）以外の量 
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【調査票 5‐d；炭化を行う登録再生利用事業者向アンケート調査票（案）】 
炭化施設 

施設所在都道府県名  

（１）事業者等名称 

事 業 者 名 称   

事業を行う事業場の名称   

 

（２）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）炭化製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）燃料としての利用量  ｔ／年 

 内訳；イ）還元剤としての利用量  ｔ／年 

 内訳；ウ）小計（ア）＋イ））  ｔ／年 

 内訳；エ）その他処分量等※２  ｔ／年 

※２；エ）＝２）炭化製品化量－ウ） 
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【調査票 6‐d；エタノール化を行う登録再生利用事業者向アンケート調査票（案）】 
 
エタノール化施設 

施設所在都道府県名  

（１）事業者等名称 

事 業 者 名 称   

事業を行う事業場の名称   

 

（２）処理実績 

１）年 間 処 理 量  ｔ／年 

 

内訳； 食品廃棄物等 

①一廃事業系生ごみ量  ｔ／年 

 ②一廃家庭系生ごみ量  ｔ／年 

 ③産廃食品廃棄物量  ｔ／年 

 ④小計（①＋②＋③）  ｔ／年 

 内訳；⑤食品廃棄物等以外の廃棄物※１  ｔ／年 

※１；⑤＝１)年間処理量－④ 

２）エタノール製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※２  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※３  ｔ／年 

※２；エタノールとして販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※３；ア）以外の量 
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４）その他食品リサイクル施設（表 2-1 のｅ）） 

その他食品リサイクル施設（表 2-1 のｅ））の実施量把握のためのアンケート調査方法

等は、既存統計調査資料の活用にて実施量の把握が可能な魚油・魚粉製造施設以外の施設

を対象に下表に示すとおりである。調査実施対象施設等の把握は、2-4 項に記載したとお

りである。 
 

表 2-25 食品リサイクル施設（その他食品リサイクル施設）の実施量把握のため 

のアンケート調査方法等 

項目 
飼料化施設 

（魚油・魚粉製造施設
以外） 

油脂・油脂製品化施設 

（魚油・魚粉製造施設以外） エタノール化 

施設 
ＢＤＦ製造施設  

ア）実施対象 
 食品リサイクル法に係る施設で一般廃棄物及び産業廃棄物を扱う施設、なら

びに登録再生利用事業者を除く施設 

イ）実施方法 ア）の実施対象施設にアンケート調査票を送付・回収 

ウ）調査票 調査票 2‐ｅ 調査票 4‐ｅ 調査票 6‐ｅ 
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【調査票 2‐e；民間事業者設置その他食品リサイクル施設（飼料化施設）向アンケート調

査票（案）】 
 
飼料化施設 

施設所在都道府県名  

（１）施設名称 

施設設置者名   

施 設 名 称   

 

（２）施設概要（平成____＿年度末現在） 

受入能力  全体受入能力  ｔ／日 

  内訳；①食品循環資源受入能力  ｔ／日 

  内訳；②食品循環資源以外の材料受入能力  ｔ／日 

 

使用開始年(西暦)    年 

 
受入対象物 

 
食品産業からの 
食品循環資源 

食品卸売業・小売業からの 
食品循環資源  

   
外食産業からの 

食品循環資源 
その他の食品循環資源  

 

（３）処理実績 

１）年 間 受 入 量  ｔ／年 

 内訳；①食品循環資源量  ｔ／年 

 内訳；②食品循環資源以外の原料※１  ｔ／年 

※１；②＝１)年間受入量－① 

２）飼料製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※２  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※３  ｔ／年 

※２；飼料として販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※３；ア）以外の量 
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【調査票 4‐ｅ；民間事業者設置その他食品リサイクル施設（油脂・油脂製品化施設）向

アンケート調査票（案）】 
 
油脂・油脂製品化施設 

施設所在都道府県名  

（１）施設名称 

施設設置者名   

施 設 名 称   

 
（２）施設概要（平成____＿年度末現在） 

受入能力  全体受入能力  ｔ／日 

  内訳；①食品循環資源受入能力  ｔ／日 

  内訳；②食品循環資源以外の材料受入能力  ｔ／日 

 

使用開始年(西暦)    年 

 
受入対象物 

 家庭からの廃食用油 事業所からの廃食用油※１  

※１；家庭以外からの廃食用油 

 
（３）処理実績 

１）年 間 受 入 量  ｔ／年 

 内訳；①食品循環資源量  ｔ／年 

 内訳；②食品循環資源以外の原料※２  ｔ／年 

※２；②＝１)年間受入量－① 

２）油脂・油脂製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※３  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※４  ｔ／年 

※３；油脂・油脂製品として販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※４；ア）以外の量 
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【調査票 6‐ｅ；民間事業者設置その他食品リサイクル施設（エタノール化施設）向アン

ケート調査票（案）】 
エタノール化施設 

施設所在都道府県名  

（１）施設名称 

施設設置者名   

施 設 名 称   

 

（２）施設概要（平成____＿年度末現在） 

受入能力  全体受入能力  ｔ／日 

  内訳；①食品循環資源受入能力  ｔ／日 

  内訳；②食品循環資源以外の材料受入能力  ｔ／日 

 

使用開始年(西暦)    年 

 
処理対象廃棄物 

 家庭からの食品循環資源  事業所からの食品循環資源※１  

   農業生産物  その他の原料  

※１；家庭以外からの食品循環資源 

 

（３）処理実績 

１）年 間 受 入 量  ｔ／年 

 内訳；①食品循環資源量  ｔ／年 

 内訳；②食品循環資源以外の原料※２  ｔ／年 

※２；②＝１)年間受入量－① 

２）エタノール製品化量  ｔ／年 

 内訳；ア）利用量※３  ｔ／年 

 内訳；イ）その他処分量等※４  ｔ／年 

※３；エタノールとして販売・譲渡・自己消費するなど有効利用された量 

※４；ア）以外の量 

 



 
 

56

2-4. 実施量把握のためのアンケート調査実施に向けた関係機関等の協力の可能性 
１）一般廃棄物・産業廃棄物としての食品リサイクル施設設置者及び登録再生利用事業者

向アンケート調査 
食品リサイクル施設を対象にした、再生利用実施量を把握するためのアンケート調査方

法は、以下のとおり考えられる。また、平成 18 年 3 月 31 日時点での一般廃棄物・産業廃

棄物としての食品リサイクル施設設置者及び登録再生利用事業者の数は、表 2-26 に示すと

おり約 1,100 件に達する状況である。当該調査においては、それら施設の許可等を所管す

る都道府県及び保健所政令市に、協力を要請することが有効であると考えられる。その理

由としては、以下の事項が挙げられる。 

○ 調査対象施設に対し、法に基づく許可・届出に係る情報を所有している。 

○ 廃棄物処理法及び食品リサイクル法に係る施設数約 1,100 か所相当数に対し、１都

道府県等あたりの調査対象施設数が 2～136 施設（表 2-27 参照）と、作業負担が分

散され短期間での効率的な調査の実施が可能となる。 

○ １都道府県等あたりの調査対象施設数が比較的少なくなるため、一般廃棄物処理施

設設置許可施設、産業廃棄物処理施設設置許可施設及び、登録再生利用事業者が重

複する場合に対しても、調査票の配布の重複が回避し易いものといえる。 

○ ただし、有価物たる食品循環資源を扱う施設の把握が困難である。 

【アンケート調査票調査方法】 

手順１；アンケート調査票配布対象者の情報収集（対象者の特定と調査票送付のための

情報入手） 
手順２；アンケート調査票の確定 
手順３；調査対象施設（業者）へのアンケート調査票配布 
手順４；調査票の回収 
手順５；回収情報の集計・分析 

表 2-26 実施量把握のためのアンケート調査対象の食品リサイクル施設 

区分 肥料化 飼料化 
油脂・油脂

製品化 
メタン化 その他 計 

廃棄物処理法

に基づく許可・

届出によるもの 

市町村 69 0 3 10 12 94 

民間事業者 

（一般廃棄物） 
88 21 6 6 1 122 

民間事業者 

（産業廃棄物） 
540 132 60 10 27 769 

小計 697 153 69 26 40 985 

食品リサイクル

法に基づくもの 

登録再生利用

事業者 
70 25 11 6 0 112 

計 767 178 80 32 40 1097 

（環境省調べによる平成 18年 3 月 31日現在の状況） 
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表 2-27 都道府県別食品リサイクル施設（業者数） 

都道府県 
廃棄物処理法に基づく施設 

登録再生 
利用事業者 

計 
市町村 

民間 
小計 

一般廃棄物 産業廃棄物 
北海道 18 8 105 131 5 136 
青森県 0 1 23 24 1 25 
岩手県 2 5 13 20 3 23 
宮城県 1 5 13 19 4 23 
秋田県 2 1 2 5 0 5 
山形県 3 0 13 16 1 17 
福島県 2 3 9 14 3 17 
茨城県 1 2 15 18 4 22 
栃木県 4 3 16 23 4 27 
群馬県 4 0 13 17 1 18 
埼玉県 5 5 18 28 5 33 
千葉県 0 7 27 34 10 44 
東京都 0 3 12 15 6 21 
神奈川県 0 3 9 12 3 15 
新潟県 10 2 16 28 3 31 
富山県 0 3 8 11 2 13 
石川県 1 0 1 2 0 2 
福井県 1 1 7 9 0 9 
山梨県 0 1 5 6 1 7 
長野県 5 3 16 24 2 26 
岐阜県 1 0 10 11 0 11 
静岡県 1 0 42 43 4 47 
愛知県 0 3 39 42 8 50 
三重県 6 6 7 19 4 23 
滋賀県 2 1 3 6 2 8 
京都府 0 3 11 14 3 17 
大阪府 0 4 11 15 3 18 
兵庫県 0 2 19 21 1 22 
奈良県 0 0 2 2 0 2 
和歌山県 0 0 11 11 0 11 
鳥取県 0 4 6 10 1 11 
島根県 1 0 5 6 1 7 
岡山県 2 0 17 19 2 21 
広島県 1 3 22 26 6 32 
山口県 0 6 14 20 3 23 
徳島県 0 0 3 3 1 4 
香川県 0 1 14 15 1 16 
愛媛県 3 0 18 21 0 21 
高知県 1 4 10 15 2 17 
福岡県 2 1 34 37 3 40 
佐賀県 1 2 15 18 2 20 
長崎県 3 3 21 27 2 29 
熊本県 4 8 16 28 5 33 
大分県 1 0 13 14 0 14 
宮崎県 4 11 26 41 0 41 
鹿児島県 2 4 28 34 0 34 
沖縄県 0 0 11 11 0 11 
計 94 122 769 985 112 1097 
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以上のような状況から、表 2-27 に示す許可等業者数が多い上位 3道県に対し、当該アン

ケート調査への協力の可能性についてヒアリングを行った。ヒアリング結果の概要は、表

2-28 に示すとおりである。特に、調査対象施設に係る情報については、把握している範囲

で適用可能であり、調査に係る作業への協力については、協力可能であるが、その範囲も

しくは度合いについては、負担費用および事務量により要調整とのことであった。 
 
表 2-28 食品リサイクル施設の実施量調査に対する協力の可能性に係るヒアリング概要 

項目 北海道 静岡県 愛知県 
ヒアリング対応部局 生活環境部 環境局 

循環型社会推進課 

廃棄物指導グループ 

環境局 廃棄物リサ

イクル室 資源循環

スタッフ 

環境部 資源循環推

進課 一般廃棄物グ

ループ 
調査対象施設に係る

情報提供の可能性 
可能 可能 可能 

調査実現に向けた協

力の可能性 
協力の可能性あり。

ただし、協力範囲は

費用負担及び事務量

によるため、調整が

必要である。 

協力の可能性あり。 協力の可能性あり。

協力可能な内容であ

ることが前提。 

 
 

２）その他食品リサイクル施設設置者向アンケート調査 
 本項は、有価物たる食品循環資源を扱う施設設置事業者を対象に行う調査の方法につい

て検討する。 
（１）実施対象施設に係る業界団体等 
ａ） 魚油・魚粉製造施設以外の飼料化施設 

魚油・魚粉製造施設以外の飼料化施設については、関連団体が存在して

いない状況である。協同組合日本飼料工業会は、飼料製造メーカーの団体であり、

飼料化施設にて食品廃棄物を配合飼料化したものを有価で受け入れ、配合飼料製品と

して出荷しているメーカーの業界団体である。さらに、同工業会は、農林水産省のエ

コフィード緊急増産事業に関与するにあたり、会員各社のエコフィード（食品残さの

飼料化）の量の把握を試みたが、定量的把握が困難な状況であるとのことである。こ

のため、アンケート調査の対象外であると推断される。一方、(社）中央畜産会は、農

林水産省の「エコフィード推進事業」の実施主体として、食品残さ飼料化事業者の情

報公開（平成 19 年 12月現在で 113 事業所）を行っている。これらの事業者は、登録

再生利用事業者（17 事業者）及び産業廃棄物処分業の許可を有する事業者が殆どであ

るとのことであった。このような状況下、（社）日本養豚協会では、会員である養豚業
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者を対象に、毎年飼料の調達先について調査を実施しており、それらの調達先に「そ

の他食品リサイクル施設」に該当する施設が含まれていると推察されるとのことであ

る。ただし、（社）日本養豚協会が実施している当該調査においては、調達先施設もし

くは事業者の廃棄物処理法との関わりまで踏み込んでいない状況であり、実態の把握

は不可であるもよう。以上から、本項のアンケート調査対象施設を把握するためには、

飼料化を採用している食品関連事業者を対象に、食品廃棄物の排出先を調査するなど

の別途の調査が必要であるといえる。 
ｂ） 魚油・魚粉製造施設以外の油脂・油脂製品化施設 

油脂・油脂製品化施設の関連団体としては、全国油脂事業協同組合連合会が確認さ

れるが、会員のすべてが廃棄物処理法に基づく許可を有しているなど、「そ

の他食品リサイクル施設」として該当する施設が含まれていない状況であ

る。ただし、廃食油を原料に油脂化等を行う事業の場合、廃食油を有価物

として買い取るケースは少ない状況であるといえる。 

ｃ） エタノール化施設 

 エタノール化施設については、環境省、農林水産省、経済産業省、NEDO（独立行政

法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）などの助成制度による国内プロジェクト

情報から調査実施対象施設を抽出することが有効であるといえる。 

食品廃棄物等を対象にエタノールを製造する事業は、現在、新日本製鐵㈱が NEDO（独

立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の委託を受け、実証事業としてエ

コタウンで行っている。  
 
（２）関連団体等への協力要請等 

上記の状況から、（１）のａ）に該当する飼料化施設については、関連する

団体もしくは実態を把握するためには、農業者・配合飼料メーカーに対して

原料などの調達ルートに係る調査を実施した上で、「その他食品リサイクル施

設」に該当する施設を抽出し、当該対象施設にアンケート調査票の送付・回

収を実施することになるものといえる。一方、エタノール化施設については、

（１）のｃ）による直接実証事業主体へ、アンケート調査票を送付・回収す

ることになるといえる。  



 
 

60

2-5. 農林水産省大臣官房統計部が実施する食品循環資源の再生利用等実態調査との関係
性の整理 

１）食品循環資源の再生利用等実態調査の調査方法 
 農林水産省大臣官房統計部は、食品関連事業者を対象標本として、食品産業計の食品廃棄

物の年間発生量について標準誤差率（目標精度）が5.0％になるように標本を定め、業種別

規模別に配分し、それらの事業者に調査票を配付し郵送回収による情報収集を毎年行って

いる。さらに、収集したデータを基に集計することにより再生利用等の実績値を推算して

いる。当該調査の概要は、表2-29に示すとおりである。 

 

表 2-29 食品循環資源の再生利用等実態調査の概要（1/2） 

項 目 内 容 

調査名 食品循環資源の再生利用等実態調査 

調査主体 農林水産省大臣官房統計部 

調査対象年度 
平成 13 年度から毎年調査 

（最新調査対象年度；平成 18 年度（調査実施年度；平成 19 年度）） 

調査対象地域 全国 

調査対象業種 

(業種区分) 

総務省「事業所・企業統計調査」における次の業を営む事業所と

している。 

(1) 食品製造業 

ア食料品製造業 

イ飲料・たばこ・飼料製造業のうち清涼飲料製造業、酒類製造業

及び茶・コーヒー製造業 

(2) 食品卸売業 

ア各種商品卸売業のうち食品を取り扱う事業所 

イ飲食料品卸売業 

(3) 食品小売業 

ア各種商品小売業のうち食品を取り扱う事業所 

イ飲食料品小売業 

(4) 外食産業 

ア一般飲食店 

イその他の生活関連サービス業のうち結婚式場業 

ウ旅館・ホテル、簡易宿所 

エ沿海海運業・内陸水運業のうち飲食の提供を行う事業所 
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表 2-29 食品循環資源の再生利用等実態調査の概要（2/2） 

項 目 内 容 

調査対象産業廃棄物 食品廃棄物等 

基本データの入手方

法 

調査票を調査員が配付し郵送回収による自計申告調査として

いる。 

集計方法 

業種細分類別各階層における標本数に対する階層の大きさの

比率から、収集したデータを階層単位で推計し、それらを合計す

ることにより、業種計、食品産業計の実績を推定する。 

 

 
 
２）食品循環資源の再生利用等実態調査と食品リサイクル施設による処理実績の関係 
 農林水産省大臣官房総計部が毎年実施している食品循環資源の再生利用等実態調査の

「食品関連事業者の再生利用仕向量」と「食品リサイクル施設による処理実績」の差違は、

平成 17 年度の実績値として図 2-2 のとおり発生している。これらの差異は、処理実績とし

て把握している食品リサイクル施設の範囲を考慮した場合、以下の食品リサイクル施設の

処理量に起因しているものと考えられる。 

  

 その１；魚油・魚粉製造施設等のように食品循環資源を有価で扱うことにより、法の枠

外の施設として位置づけられるとともに、登録再生利用事業者でない施設による

処理量 

 その２；法第 9条の 3第 1項ならびに法第 8条第 1項の設置許可を要しない、処理能力

が 5t/日未満の施設による処理量 

 その３；法第 14 条第 6項の処分業許可を要しない、食品関連事業者自らがその食品廃棄

物を専ら再生利用を行う施設にて実施する処理量 
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図 2-2 食品循環資源の再生利用等実態調査の再生利用仕向量と食品リサイクル施設によ

る処理実績の関係図 
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３）食品リサイクル法における食品廃棄物等の範囲と再生利用義務付け範囲の差違 

 当該食品リサイクル法における食品廃棄物等の範囲は、食品関連事業者以外の排出者も

含まれることとなる。これに対し、食品リサイクル法における再生利用義務付け範囲は、

食品関連事業者に限定されることになる。この差違としては、一般家庭及び食品関連事業

者以外の事業者が排出する食品廃棄物等が該当する（図 2-3）。具体的には、営利を目的

とせず、教育の一環や福利厚生目的で設置されている学内食堂や職員食堂から排出される

食品廃棄物等である。これらの推算方法は、次のとおりである。 

 

 
 
 
 
食品廃棄物等種別 排出者  再生  利用 

廃棄物以外 
食品関連 
事業者 

発生量 
⇒または⇒ 
受入量 

食品リサイ

クル施設 
⇒再生製品

製造量⇒ 
再生製造品

利用者 

産業廃棄物 
発生量 
⇒または⇒ 
受入量 

一般 
廃棄物 

事業系 
生ごみ 

発生量 
⇒または⇒ 
受入量 

その他の事

業者 

発生量 
⇒または⇒ 
受入量 

家庭系 
生ごみ 家庭 

発生量 
⇒または⇒ 
受入量 廃棄物以外 

 
 
 

図 2-3 食品廃棄物等の範囲と再生利用義務範囲図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

食品リサイクル法にて再生利用が義務付けられている範囲 

食品廃棄物等の範囲 
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（１）一般家庭から排出される食品廃棄物等の量（家庭系生ごみ）の推算 

 家庭系生ごみは、一般廃棄物処理実態調査における家庭系ごみの排出量に、Fact Book

廃棄物基本データ集にて公表されている 6 都市の都市ごみの細組成厨芥類割合平均値

（湿重量基準）を乗じることにより推算できる（下式参照）。 
 
  家庭系生ごみ排出量＝一般廃棄物処理実態調査における家庭系ごみの排出量 

×6 都市の都市ごみの細組成厨芥類割合平均値（湿重量基準）※…式（2-1） 

 
※Fact Book 廃棄物基本データ集（（財）日本環境衛生センター）など 

 
 
（２）食品関連事業者以外の事業者が排出する食品廃棄物等の量（事業系生ごみの一部）

の推算 

 食品関連事業者以外の事業者が排出する食品廃棄物等の量（事業系生ごみの一部）は、

「一般廃棄物処理実態調査における一般廃棄物生ごみ排出量」と「産業廃棄物排出・処

理状況調査における動植物性残さ排出量」の合計値から、「食品循環資源の再生利用等実

態調査の食品廃棄物等排出量」と式（2-1）にて算出した「家庭系生ごみ排出量」を差し

引くことにより推算できる（下式参照）。 

 
  食品関連事業者以外の事業者が排出する食品廃棄物等の量（事業系生ごみの一部） 

＝一般廃棄物処理実態調査における一般廃棄物生ごみの排出量 

＋産業廃棄物排出・処理状況調査における動植物性残さ排出量 

－食品循環資源の再生利用等実態調査の食品廃棄物等排出量 

－家庭系生ごみ排出量（式（2-1）の算出値）    …式（2-2） 

 


